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  世界的な視点に立って日本の政策を考えるためには、海外からの意見も交えた議論が重要です。「世界の視点から」では、経済政策、安全保障、環境問題等、さまざまなテーマについて、米国をはじめとする世界の有力な研究者の視点をお届けします。
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      001: 日米同盟：現在と未来 - Joseph S. NYE Jr.


      (ハーバード大学行政・政治学大学院（ケネディスクール）オマーン国王国際関係論教授)

    

  


  
    日米安全保障条約は半世紀にわたり東アジアの安定に中心的な役割を果たしてきた。しかし、2009年に行われた日本の総選挙に伴う政権交代と政策の変更により、この同盟関係が不透明なものとなった。さらに、これが日米同盟関係の終わりの始まりになるかもしれない、と問う者さえいた。しかし、私はそれは違うと考えている。20年前と今日の状況を比べると、日米同盟関係は弱まるどころか、さらに強固になっている。


    1990年代初め、多くの米国人は日本を経済的脅威と見なしていた。一方多くの日本人は、国家安全保障のため、米国ではなく国際連合中心のアプローチを取るべきであると考えていた。両国の人々の中には、日米安保同盟は解消されるべき冷戦時代の遺物と見なす者もいた。しかしこのトレンドは、中国に国際情勢への参加を呼び掛ける一方、日米同盟関係を強化することにより不確実性をヘッジした、クリントン政権の1995年東アジア戦略報告書（通称ナイ・レポート）により反転した。


    1996年、クリントン・橋本両首脳は、日米同盟は冷戦後の東アジアにおける一段の繁栄をもたらす安定の基盤であると宣言した。米国国防総省に勤務している時にすでに述べたが、米国、中国、日本の3カ国は安定した三角形を形成する良好な関係を望んでいた。しかし、日米同盟関係から、これは正三角形として足りえなかった。米国ではこのアプローチは党派を超えて受け継がれた。また世論調査によると、最近の政治的なごたごたにもかかわらず、日本でもこれは依然として広く受け入れられている。これらのことから、今日の日米同盟は15年前に比べてはるかに良好である、と私は考えている。


    しかし、新たな外部環境の中、今後数年のうちに課題が生じそうな日米同盟関係は、3つの主要な変化に直面している。第1に、指導者の交代期を迎えている予測不能な国家である北朝鮮の危険性だ。北朝鮮は核兵器不拡散条約（NPT）と6カ国協議から脱退し、最近では韓国海軍の船舶を沈めた。第2に、年率10％を超える中国の経済成長と、過去10年間でさらにそれを上回る同国の急速な軍事費拡大だ。第3に、気候変動といった国益に対する国家を超えた新たな脅威の発生である。


    中国は高度経済成長により、日本の重要な貿易相手国となった。しかしそれと同時に、中国の軍事力の拡大は日本を神経質にさせている。私が1990年代に日米安保の再交渉を行っている時期、日本の指導者から米国は中国を選び日本を見捨てるだろうか、と個人的に尋ねられた。当時、そして現在でも、2つの理由から同盟の転換などほとんどあり得ないと私は答えている。まず第1に、中国は潜在的な脅威であるが、日本は脅威ではない。第2に、日米は民主主義国であるが、中国は民主主義国家ではない。


    さらに、中国の内部の変動は依然として不透明である。中国の政治的発展は経済に比べるとはるかに遅れており、とても自由とはいえない。またインドと異なり、中国では政治的参加への問題が解決されていない。 国内問題の様相を呈しながら、中国がナショナリズムの競合に陥る危険性もある。同時に、中国の勃興が（同国の指導者の言葉を借りれば）平和的かつ協調的であることは、米国、日本、中国の3カ国にとって共通の利益である。もし不幸にも中国が挑戦的となれば、アジアがインドやオーストラリアを封じ込めるのと同じように、中国は日本が中国を封じ込めることを知るであろう。しかし現在の状況下で封じ込め政策に向かうのは間違いである。不確実性に対しては統合とヘッジがより優れたアプローチだ。実際、米国、日本、中国には、3カ国間の協力やその他地域との協力に専念すべき大きな理由がある。


    第3に、日米同盟は、病気の感染拡大、テロリズム、破たん国家からの難民など、我々の国益に重大な影響を与える国家を超えた問題に対処しなければならない。これら問題の中で最も大きなものは、中国がいまや米国を抜いて二酸化炭素の最大の産出国（1人当たりではない）となった状況下で、温暖化による被害が生じうるというものである。幸い、この分野への対処は日本が得意とするところであろう。


    歴史的な経緯や日本の軍事力の使用制約を理由に、一部日本人は従来型の安全保障分野での日米同盟の不平等性について不満を漏らしているが、新しい分野においては対等に近いパートナーである。アフリカからアフガニスタンにいたるまでの日本の海外開発援助、世界的な健康プロジェクトへの参加、国連に対する支援、海賊対策としての海上警備行動への参加、さらに、効率的なエネルギーの使用 を目指す研究開発など、国家を超えた新しい問題に対処するため、日本は最前線に立っている。


    日米安保50周年を迎えて同盟関係を再確認することは、日米両国にとって重要である。日本の政権交代が従来型の安全保障問題で多少の摩擦を引き起こしたが、日米共通の利益は依然として大きい。よほど物事をまずく取り扱わない限り、日米同盟が一層繁栄する可能性は大きい。これを成し遂げるには、これまで以上に大きな忍耐、およびワシントンと東京との緊密な連携が必要になる。私は以上のことから、日米同盟の将来は明るいと考えている。

  


  
    ジョセフS. ナイ氏はハーバード大学教授で、近刊の“The Future of Power in the 21st Century”の著者である。


    2010年10月
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      002: 他国が資金力をもつ時代 - Stephen S. COHEN


      カリフォルニア大学バークレー校　都市・地域計画学科教授 / カリフォルニア大学バークレー校　国際経済ラウンドテーブル共同ディレクター

    

  


  
    資金が米国から流出した。そして米国にすぐに資金が戻ってくる可能性は小さい。米国は長い間豊かで主要な債権国だったが、今日では世界最大の債務国となった。このような国はほかにない。


    資金を100年間ほど堅実に、かつ適切に維持し、さらに鉄壁の軍備を備え、経済面や文化面で活気のある大国であれば、国民は高い生活水準以上のもの－権力、影響力、高度な行使力－を得ることができる。たとえ資金が枯渇しても、海外が増大する債務を積極的に保有し、金利が積み上がることを受け入れれば、長期間高い生活水準を維持することができる。しかしそのような大国は－力－その中でも他国を無視することさえも可能にする力を急速に失う。もちろん、その力は静かに、対立を招かずに失われるのが望ましい。さらに、大国が有する希望、思想、習慣などを他国が喜んで受け入れ、それらを熱心に他国が模倣し、日常生活に吸収しようとする力－大国が持つ影響力－も失われる。現在、米国はもはや大国ではなく、普通の国となった。米国は、米国がかつてのような大国ではなく、普通の国として行動していることを認めなければならない。


    これは米国にとってショックであると同時に、米国以外の国にとってもショックであろう。米国はかなり長い間、普通の国ではなかった。米国が資金を有していた時代には、米国は自らそうしたいときのみ他国に関心を寄せ、一方で他国が望んでいない場合でも米国に関心を向けさせようとしてきたが、資金なしでは米国はもはや唯一の多元的スーパーパワーとして行動することはできない。しかしこれが米国民やその他の国の国民から悔やまれるべきことなのか、それとも称賛されるべきことなのかは、議論の余地のあるところだ。過去に経験したことのないかたちで米国政府が制約を受けるという事実は、米国民以外の人々にとっても大きな変化である。リーダーとしての米国の支配は、他国にとって比較的楽なものであった。これまで日本や欧州主要国は、国富や潜在的な力に伴う通常負うべき責任を負うことなしに、また、成長に応じた悩みを持つことなしに、安心して豊かさを追求することができた。そして思春期の子供のように、他者に責任を課して不平と不満に浸っていた。しかし米国がすべてにおいてうまく対処できないことがわかると、不満が不安に変わる可能性が高い。米国は依然として世界的なパワーであり、最主要国であり続けるだろうが、支配者としての能力は失うであろう。つまるところ、米国には資金的余裕がないのである。


    資金は、どこに行ったのだろうか。資金は年々米国からの輸出を上回る石油や、アジアからの製品－最近ではその多くが中国の米国多国籍企業からのもの－などの輸入代金の支払いに向かった。支払いの方法はどのようなものだったろうか。結局のところ、米国の輸入は輸出を上回り、生産する以上に消費してきた。債務を積み上げることにより支払ってきたのだが、すべてドル建てであることの意味は大きい。外国は積極的にドルを保有する強力な理由があり、これが少なくとも当分は続くと信じるに足る理由もあった。しかし米国政府が外貨建て国債を発行し始めれば、直ちに資金は逃げ出す。


    経済は人口の移動や生産性の低い経済活動から高付加価値の経済活動への資本移動により発展するが、これには混乱がつきものだ。ここ数年、巨額の貿易を通じ、中国と米国は大規模にこうした移動を起こすことができた。中国では、数万もの農民が何も生産しないも同様の農村を離れ、機械を使用して大量生産を行う製造業部門に文字通り移ってきた。この種の移動のみが経済を急速に発展させる。しかし、ここには構造的な問題がある。中国は製造業が生産する大量の製品を買う余裕のない貧農からなる国家である。 輸出のみが大規模な産業化を可能にするだろう。中国は欧米の経済学の教えに従わず、日本の生み出したアジアの開発モデルに従ってきた。このモデルは少なくとも現在まで、経済の迅速な発展のための最も成功したアプローチである。輸出主導型のアジアモデルでは、輸出促進するにあたり最も強力で腐敗を招かない手段として、自国通貨安の重要性が強調される。これがうまくいけばドルが蓄積され、金融危機が突発的に生じても対処できるであろう。さらにもしこれが大成功すれば、巨額のドル準備が生まれる。現在、中国はGDPの2/3を超える約2.5兆ドルの外貨準備を保有している。中国のような貧しい国がドル紙幣のために同国の労働や商品を売り、それを保有するのは馬鹿げたことではないだろうか。中国のような貧しい国が米国にお金を貸しているのだろうか。もちろん、馬鹿げたことであるが、完全に馬鹿げているというわけでもない。中国は価値の疑わしいドルよりもはるかに大きなものを得ている。標準的な教科書が教える経済学に反して、国際価格を下回る価格、さらに生産費用も下回るような価格で売り続けながら、そのプロセスにおいて、より賢く働いて生産性を急速に向上させるために必要な知識と仕組みを発展させれば、勝ち進むことができるのだ。中国の場合、20年間でGDPは8倍増加し、産業化と社会の高度化に向けた真の意味での大躍進を遂げた。


    その結果として、中国は2.5兆ドルを保有している。もちろん、経済的な非効率と、なぜ医療に使わないのかといった国内政治的な問題が生じる可能性もある。中国は、余剰分、かなりの余剰ドルを海外実物経済資産に対する請求権へ転化することはできるが、このドルを人民のための財貨・サービスに向けることはできない。中国はドルの一部を使用して鉱物資源を購入している。銅、リチウムでは支配的な買い手の立場を有し、希土類鉱物を独占的に購入し、石油についても大々的に植民主義者的手法で不安定な地域の石油権益を買っている。しかし、中国の巨額のドル準備と輸出は、親密ではあるが非常に不安定な米中関係を生み出している。


    米国の思想と政策は、一世代に近い期間にわたって、自由な市場と小さな政府というネオリベラルのイデオロギーに支配されてきた。このイデオロギーが実際面において国際的な広がりを持つに至り、明らかになった比較優位に基づく再配分を単に「見えざる手」に委ねるだけではなくなった。そして、そのイデオロギーの展開は市場システム全体が崩壊するのを防ぎ、より高尚な目的（政治的なものであろうとイデオロギー的なものであろうと）あるいはもはや説得力をもたなくなってしまった目的のためにシステムを維持するのに必要な実質的なコストを吸収することを企図して、システムを保証する役割を果たす存在に依存するようになった。


    実際に発展してきた米国主導の自由貿易システムは、初めは欧州、次いで日本やアジアの虎といわれるアジアの国々、そして現在では巨大な中国など、相当の規模を有する国々は消費を上回る生産、輸入を上回る輸出などにより発展を目指しているため、安定的なシステムではない。そのため、米国など一部諸国では輸出を上回る輸入をし、これを年々増やさなければならず、消費を下回る生産を強いられている。この過程で、付加価値の高まり続ける輸入品との競争を強いられた産業が犠牲となっている。そうでなければ、このシステムは機能しない。


    戦後、米国が最初にこの役割を担った時期、政府の強い指導と介入により再工業化した欧州や日本と違い、米国には産業政策がほとんどなかった。産業政策はその中心である日本ではささやき、フランスでは通常語、アメリカでは両義的な侮蔑語である。しかし、米国も産業政策を持っていた。つまりそれは防衛である。米国は勝者を選別し育成した。これを利用して米国の資源を将来の重要かつ新たな高付加価値産業へとシフトさせた。米国が一世代以上に渡り世界をリードしてきた産業の例としては、すべてのテクノロジーを網羅する商業ジェット機産業と半導体産業がある。大型ジェット機はすべてのテクノロジーの結集であり、半導体はあらゆる製品の構成部品として組み込まれている。米国の政策はこの2つの主要産業の成功と、その他いくつかの有力産業の成功と大きな関係がある。


    過去2世代の間、米国は最後の消費者、システムの調整役および保証人としての役割を果たしてきた。これまでのような規模でこれらの役をいつまで続けられるか少なくとも不明確であり、ほかの強大な経済大国がこの役割を引き受けるかどうかは、さらに不明確である。 しかし、この役割には魅力がある。アジア開発モデルが大きな成功を収めるためには、この役割が必要だ。


    過去15年間、特に最近の10年間、米国はますます多くの単純な製品、そしてますます多くのそれほど単純ではない製品をアジアから輸入し、同種の国内産業を犠牲にした一方、政府の支援をほとんど受けず、過去と同様、未来の産業セクターとなったであろう分野に経済をシフトさせる機会が再びあった。今回は、ワシントンの政策当局の支援をほとんど受けずに、金融に驚くほど大きくシフトした。それに対応して米国製造業のGDPに占めるシェアは米国消費における比率ほどではないにせよ7%低下する一方、この低下を埋め合わせる形で金融産業のシェアが7%上昇した。結果として、総生産額と雇用は維持された（それらは専門的にはFIREと呼ばれる。Finance（金融）、Insurance（保険）、Real Estate（不動産売買））。効果的に、そして半ば意識的に米国は自国経済の再編を行った。しかし、金融が将来の産業であるとすれば、それは多くの望むものではない。そして米国は享受してきた行動の自由を散財したのだ。

  


  
    本ショートエッセイはコーエン教授の下記近著を基としています。


    Stephen S. Cohen and J. Bradford DeLong (2010)　著、The End of Influence: What Happens When Other Countries Have the Money (New York: Basic Books)


    2010年10月

  


  
    世界の視点から 002 2011年6月


    [image: ]


    
      003: 「未来の10億ドルベンチャー企業」：世界不況後の先進国における成長へのカギ - Robert E. LITAN


      ユーイング・マリオン・カウフマン財団 調査・政策担当副理事長

    

  


  
    2008年の経済危機は先進国経済に端を発し、これらの経済に深刻な影響を及ぼした。オーストラリアとカナダを除くほとんどの先進国において回復の道のりは困難を極めている。退職者が急増し、政府が支払いを約束してきた社会保障費や医療費の公的負担が増大していることが、事態を一層悪化させている。このような「給付金制度」については、構造的財政赤字が制御不能な状況となるのを避けるため、給付水準の引き下げや財源確保に向けた増税が進められているが、一方でこうした措置が「フィスカル・ドラッグ」となり、消費の低迷、ひいては関係各国における成長の鈍化を招くおそれがある。


    状況が好転しなければ、成長の鈍化からさまざまな弊害が生じることが懸念される。最も重要なことは、生産量における成長の鈍化が雇用の鈍化につながり、その結果、失業率が著しく高い期間が、数十年とまではいかなくても数年は続くことである。富裕国で失業した労働者の中には中所得国へ移住する者も現れるが、その他の多くは、縮小しつつある社会保障給付でも生活することが可能であれば、早期退職や無職という道を選択する。多くの国民は、将来への期待の低下にひたすら耐えるしかなく、こうした状況が社会的摩擦や政治的緊張の高まりを容易に招くことが危惧される。


    原則として、このような厳しい事態を避ける方法は1つしかない。すなわち、富裕国が、国民の生産能力の向上や所得の増加をもたらす新しい継続的なイノベーションの波を受け入れ、活用することである。所得の増加は、絶望の悪循環を希望の循環に転換させるために必要な、消費と投資の拡大を促進する。


    政策決定者達は、新たなアイデアの発見が最終的に新たな製品、サービス、生産やサービス提供の手法に生まれ変わることを期待しながら、基礎研究・開発への財政支出の拡大によって即座にイノベーションの課題に対応しようとする傾向が強い。この対応が仮に正しいとしても（真偽は定かではないが）、このような明らかに安易な措置は、多くの負債を抱え、財政支出の増大ではなく削減の道を模索する富裕国の経済にはもはや通用しない。むしろ、オープンな状態を保ち、理想的には貿易や直接投資を妨げている残りの障壁を排除することが、費用効果のはるかに高い戦略となる。技術的進歩は、モノやサービスの移動に伴い、国を超え、伝播されるが、さらに重要なのは、「寛容な資本」（patient capital）の国境を越えた移動である。


    貿易障壁を取り除いたからといって、ある場所で開発されたイノベーションが他国の商業活動に最も効果的に吸収されるとは限らない。もちろん、他国での投資に意欲を持つ外資企業を受け入れ、できれば内国民待遇を保証することによって、このような方向で何らかの進展は得られる。しかし、国内外で開発された技術的進歩を活用し、改善を加える最良の方法は、急速な成長と拡大を遂げることのできる新たな企業の創設を容易にし、奨励することが理想である。


    これはまさに米国が経験してきたことである。米国や世界各地において近代的な生活を可能としてきたまさに破壊的な技術（自動車、飛行機、エアコン、コンピュータのさまざまな活用法、eBay、Google、Facebookなど多くのインターネットビジネス）は、既存の企業ではなく、新企業を立ち上げようとする起業家によって市場に導入され、見事に商業化されたのである。ハイブリッド車を導入したトヨタとホンダを代表例とする多くの日本企業はこの法則の例外といえる。


    とはいえ、例外あっての法則といえる理由がある。大手企業は現状維持に既得権をもっており、現体制の構築に手を貸し、結果かなりの利益を得ている場合はなおさらである。さらに、大手企業は意思決定プロセスに管理職層が関与する官僚的な構造となっているため、一般的に大企業は機敏に動いて市場の新しいチャンスを活かせない。一方、起業家は現状維持には無関心で、実際のところ、現状を壊すことが存在意義といえる。管理職層もいないため、当初のアイデアが消費者に受け入れられない場合、直ちに方向転換できる。このような理由から、突破的なイノベーションは比較的新しい企業から生まれる一方、大勢の研究・開発スタッフと多額の予算に恵まれる大企業は、漸進的なイノベーションに集中する傾向が見られる。


    カウフマン財団によって発表・助成されたさまざまな文献の中で、米国でも大不況の前までは、新設企業が雇用創出のエンジンであることが立証されてきており、1980年以降、米国経済にもたらされた新たな雇用のほとんどを占める。経済産業研究所（RIETI）の最近の研究によると、日本経済においても、新設企業が重要な雇用の供給源であるということだ（注1）。他の先進国諸国に関する同様の分析は確認していないが、イスラエルや台湾などに関する研究では、企業家精神こそが経済全体の成長にとって重要な役割を果たしてきたし、今後もそうなるだろう。


    未来の10億ドルベンチャーになるような新設企業が先進国経済のイノベーションと雇用創出にとって不可欠であるならば（私はそう信じているが）、景気後退からの持続的な回復や成長促進へのカギは、新しい革新的な企業の設立と成長である。真に革新的な企業は、創業者や株主のみならず社会全体に富をもたらす。ある研究によると、発明家・起業家は、創造したイノベーションがもたらした社会的価値のわずか25分の1の報酬を受けとるにとどまり、あとの残りは、彼らの技術を使って起業する人々がその恩恵を得る（注2）。自動車に用いられる経済的なエコシステム、マイクロソフトのウィンドウズや アップルのiPhoneのプラットフォーム技術と共に使われるアプリケーション・ソフトなどがその代表例だ。


    こうした分析を基に、最近、私は米国について仮説に基づく計算を行った。その中で、米国経済が年間1%の成長を恒久的に持続するためには、「未来の10億ドルベンチャー企業」（scale firms：私独自の定義であり、将来的な年間売上高が10億ドル以上に達することが予測される企業を表す）を、毎年何社創設する必要があるか計算した。その答えは計算の際の仮定により異なるが、約30～60社という結果が得られた。米国で1年間に設立される企業が約50万社であることを考慮すると、この数値はかなり小さい。しかし、1850年代以降、こうした「10億ドル企業」は年間平均わずか10～15社しか起業されてこなかった事実に照らしてみると、大きな数値である（注3）。


    幸いなことに、小規模でありながら成功をおさめる企業も将来の成長のけん引役になると仮定すれば、「ホームラン」企業（大成功する企業）を育てるという任務は軽減される。一塁打、二塁打、三塁打を量産する力が経済にあれば、さほど多くのホームランがなくても、高い成長率を達成することができる。


    しかし、最近の米国経済は厳しい状況が続いている。カウフマン財団が報告したデータによると、景気後退以降、年間の新しく設立された企業数はわずかに増加しているが、このうち、従業員を雇用している企業の数は減少しており、ここしばらくの間この傾向が続いている。私はカウフマン財団の同僚であるE.J.Reedyと共に、この憂慮すべき傾向に関する新しい研究成果を近い将来、発表したいと考えている。雇用主ベースの新規企業に関する日本や欧州のデータを確認してはいないが、米国と同様のパターンであっても驚くべきことではない。


    では、大企業の抱える課題には慣れた対応のできる傾向の政策決定者は、「未来の10億ドルベンチャー企業」や従業員を雇用し得る企業の創設に向けてどのような後押しができるのだろうか。日本を含めたどの国にとっても、一番手っ取り早く、費用のかからない解決策は、移民を希望するすべての熟練労働者に短期就労（現在の米国のケース）ではなく永住権を認め、奨励することである。


    米国において第1に取り組むべきことは、米国の大学で科学・技術・工学・数学（STEM）のいずれかの学位を取得した外国人学生約6万5000人全員に対し、卒業証書と併せてグリーンカード（永住権）を付与することである。米国の労働力は、こうした人的資本から恩恵を受けるだけではない。移民は起業志向が高いことから、やがては「未来の10億ドルベンチャー企業」が多数起業され、その成長が期待される。


    この案に替わる解決策は、John Kerry氏とRichard Lugar氏両上院議員によって提出された法案で、外部資金の額や米国においての初期収入が低い場合でも、実際に起業している移民であれば移住を許可することである（ただし、私は移民起業家の総数に関する現行の上限を維持すべきとは考えていない）。移民起業家に対して新たなビザを発行することで、移民増加に対する最大の政治的障害（移民がアメリカ人の仕事を「奪う」のではないかという脅威）が取り除かれる。その理由は、このビザでは、当該移民が家族以外の労働者を実際に雇用した場合に限って永住が認められるからである。こうした事情にもかかわらず、米国の移民に関する政治問題は非常に複雑で意見の分かれる問題であり、このような良識的なアイデアも行き詰っている。


    チリでは事情が異なり、新たなプログラムの開始に活路を見出している。このプログラムでは、毎年、募集に応じた起業家のうちで最も進取的な300人に対して、チリへの移住費用として4万ドル相当が支払われる。たとえば米国のような先進国、ましてや日本の場合、こうした人材を積極的に受け入れる姿勢を示しさえすれば、移住の費用を支払う必要もないだろう。


    日本は、高齢化が進み労働力が縮小しているにもかかわらず、以前から移民の受け入れには消極的であった。日本人同士の文化的・民族的な深い結びつきを踏まえると、変化が躊躇されるということは理解できる。しかし、多くの国が、貿易と資本に対して国境を開放し、経済を回復してきたように、企業が世界を相手にビジネスを展開し、多くの国の労働者を惹きつけ、必要としている世界経済においては、諸外国の人材を受け入れ、理想的にはその採用が、良い商売だということに日本人もやがて気付くだろう。いずれの国においても、移民はリスクを恐れない傾向がある。荷物をまとめて母国を離れ外国に移り住むには、不屈の精神を要するだろう。起業を希望している人々を積極的に受け入れ、探し出してみてはどうだろうか。


    日本に長期間滞在することなくして外国人が「未来の10億ドルベンチャー企業」を設立するのは難しいという意見もあるだろう。確かにこれは事実であるが、日本の大学に留学する外国人学生の増加を目指すことで、状況が変わる可能性がある。特に、卒業から一定期間内に起業した場合、日本に滞在できることを明確に打ち出せば、米国の学生が日本に関心をもつ魅力のようなものは依然としてある。このような政策は、若者にとって魅力的な日本をさらに魅力的な行く先に格上げし、さらに中国との競争を助けることにもなる。現在、中国は起業を志す人が最も好む目的地の一つであるが、民主主義の先進国で認められる政治的自由は、依然として認められていない。


    もちろん、日本が高い経済成長路線に戻ることを望むのであれば、数々の措置について検討する必要があり、そのためには、本稿で主張しているように、「未来の10億ドルベンチャー企業」を現在よりもはるかに高い比率で起業しなければならない。日本における起業精神に特に大きな障害となっているのが、大企業の多くで行われている従業員に対する住宅提供や家賃補助制度である。このような福利厚生は、日本のように、大都市や郊外の住宅コストがとりわけ高い国では重要であり、従業員から高く評価されている一方で、成功する企業を起業したいと考える日本人労働者（すべての起業家に求められるように、これまでの経験から新たな市場や機会を洞察する力を持つ人材）が、大企業での快適さを捨てて独立独歩の道を踏み出そうとする気概を失わせるだろう。こうした日本的な制度を変える最善の方法について、部外者の私が口出すことは控えるが、企業が福利厚生制度の廃止に向かうような税制上の優遇措置や罰則を設け、その上で住宅手当の廃止や削減分を給与の引き上げで補うなどの方策が考えられる。


    さらに日本で起業精神への大きな障害となっているのは、他の国でも同様のケースがみられるが、事業に失敗することを起業家が不名誉または恥と捉えることである。失敗することは恥ではなく名誉でさえあると受け止められる能力が、カリフォルニアの有名なシリコンバレーにおける起業家の成功に大いに寄与してきたのである。実際、米国の多くのベンチャー・キャピタリストやエンジェル投資家は、創業者が過去に失敗を経験し、次の起業では起こしてはらないミスを学んでいない限り、新規企業への投資を行わない。


    ここでも、ビジネスにおける失敗に対する姿勢を日本がどのように変えるべきか、具体的な意見を述べることは控えたい。これは明らかに文化的な問題であり、政策をいくつか変えたところで容易に変わるものではない。おそらく、最初にこの課題に取り組むべき場所は学校である。失敗することで何がベストか学ぶことができるということを、小学校のような早期からでも、そして大学では確実に学生に指導すべきである。最も成功した日本企業でさえ（他の国の企業はいうまでもなく）、消費者に幅広く受け入れられるソリューションを見出すまでには、試行錯誤のプロセスを通じて学ぶ必要があったのである。将来の成功の基礎としての失敗のプロセスは、日本のビジネスリーダーや思考リーダーが認識し、歓迎すべきものである。


    最後になるが、イノベーションの推進のために政府が財政支出を拡大することについての必要性、またその財源の確保について、私が懐疑的であることは前述のとおりであるが、各国政府が拠出する研究開発資金が、商業化への成功を通じ、より効率的で迅速に配分されるには改善の余地がある。米国政府は、研究・開発費の多くを大学に注ぎ込んでおり、大学での発見から商業製品やサービスが生まれるという成功を収めてきた。しかし、さらに改善の余地はある。政府がまず取り組むべきことは、研究開発資金を受けとっている大学に対し、教員である発明家が、所属大学のライセンスサービスを利用させられることなく、少なくとも自分の技術のライセンスを与えられるようにすることである。大学教員によるイノベーションの使用許諾に競争を導入することで、より早く、より多くの発明が商業的に成功を収めるだろう。


    私の知る限り、日本では、政府による研究・開発資金の多くが政府系の研究機関や産業界に対して直接給付されており、米国と比べると大学への給付がはるかに少ない。商業的に成功する商品を今よりも速いペースで生み出すために、このシステムをどのように改善すべきかについて、私は十分な知識を持ち合わせないが、政府は、個人の発明家にその業績に対する何らかの財産権を与える、またはこれらの発明品が商業化された時点で金銭的な報酬を与えるといった方法も一案である。


    以上をまとめると、先進国はこの先も極めて困難な課題に直面することが予測される。戦後最悪の景気後退からの回復に努めるだけではなく、政府が確保できないほどの財源を拠出することなく、持続的ベースで成長を後押しする方法を見出さなければならない。先進国を含めた世界の多くの人々の未来は、予断を許さない状況におかれているのだ。
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      004: グローバル・インバランス問題が再燃 - Pier Carlo PADOAN


      OECD事務次長兼チーフエコノミスト

    

  


  
    グローバル・インバランス（世界的な経常収支不均衡）をめぐる議論では、たいてい巨額の経常赤字と経常黒字の共存が論点となるが、それ自体は特に新しい現象ではない。米国は1980年代にはすでに巨額の経常赤字を抱えており、その大部分はドイツや日本といった黒字国からの借り入れによって埋め合わされていた。この不均衡の背景にはドルの過大評価（その一因は財政支出拡大と金融引き締めを柱とするレーガノミックス）があり、保護主義的措置への懸念が増大した。最終的には、1970年代後半以降下火となっていた国際協調が再開され、プラザ合意（1985年9月）やルーブル合意（1987年2月）といった重要な政策表明により、為替市場への介入や金融政策の協調を通じた為替レートの再調整が行われた。


    当時は、グローバル・インバランスの調整負担は赤字国が負うべきとの考えが主流で、黒字国側が調整すべきとの見解に対しては、西ドイツや日本をはじめとするいわば「有利な立ち位置」にあるとされた黒字国からの反発が強かった。しかし、1987年の株価大暴落を受けた金融緩和の結果、日本では金融・不動産バブルが進行し始め、ドイツでも積極的な資金供給や東西統一の信用ショックにより不動産ブームが誘発されたが、いずれも1990年代初頭には終息を迎えた。北欧諸国においても同様の現象がみられたほか、米国でもヘッジファンドLTCMや貯蓄貸付組合（S&L）の破綻に至った。


    1990年代に概ね解消されたグローバル・インバランスは、新興市場国の台頭により大きな変容を遂げた。1990年代半ば以降、貿易障壁の撤廃、資本移動の自由化、新技術の普及に加え、鉄のカーテン崩壊という重要な出来事により、世界経済の統合が進んだ。世界貿易は急増し、国境を越えた資本移動の規模は、1990年代半ばの世界GDP比5%前後から、世界金融経済危機直前の2007年には同20%近くまで拡大した。また、世界GDPに占める同期間の対外資産・債務額の規模も150%から350%と2倍以上増加した。


    今や世界第2位の経済大国となった中国については、個別に論じる必要がある。2001年の世界貿易機関（WTO）加盟は、中国と世界経済の関わりにおける節目となった。それ以降、中国は経常黒字を拡大し続ける一方、OECD諸国からの外国直接投資の流入が進んでいる。対ドル固定相場制に基づく為替政策と厳格な対外資本流出規制により、中国の外貨準備高はGDP比で約50%、また世界の外貨準備高総額の3分の1に相当する3兆ドルに達した。うち相当部分が米国債で運用されており、これによって米国は大幅な経常赤字を好条件の借り入れで埋め合わせ、利回りを低水準に抑えられている。


    また、グローバル化により世界経済において低技能労働力の供給が大幅に増加し、実体経済にも重要な影響がもたらされた。新興市場国は世界経済成長のけん引役となっただけでなく、安価な輸出品、サプライチェーン統合による規模の経済および競争力の拡大を背景に、先進国のインフレ抑制にも寄与してきた。この傾向は、需要増による原油・商品価格上昇によって徐々に相殺されたとはいえ、コア・インフレ（食料品、燃料を除いたインフレ率）には含まれないため、もはやそれほど大きな要因とは考えられなくなった。さらに、一部のOECD諸国では、テイラー・ルールのような単純な規範的政策ルールが示す目標値よりも政策金利が意図的に低く設定されていた。金融市場が適正に機能せず、監督が不十分であったなか、この傾向は過剰なリスクテイク行動やレバレッジを助長し、最終的に金融危機の発生につながった。


    歴史的規模といえるこの世界的な経常収支不均衡の現象は、一部には原油をはじめとする商品価格高騰により、主要石油輸出国の経常黒字が大幅に拡大したことを反映しているが、金融市場のグローバル化により投資のホームバイアスが大幅に解消されたされた結果ともとれる。原則的には、こうした傾向が国際的な資本配分の改善につながる限り歓迎すべきである。これは、資本は通常「高きから低きへ流れる」、すなわち、世界における高所得地域から限界資本収益率の最も高い低所得地域へと資本が向かうという前提に基づく。こうして、1人当たりGDPの地域間格差の是正にも寄与する。


    しかし、実際には資本はむしろ低きから高きへと流れている。新興市場国は、より質の高い金融市場がある（はずの）米国などの先進国で発行される金融商品に大規模な投資を行ってきた。直近では、先進国の過剰流動性資産が新興市場国の高利回りを求めて、「高きから低きへ」の資金移動が再び拡大している。これは逆説的ではあるが、「過ぎたるはなお及ばざるが如し」かもしれない。新興市場国では適正な資本吸収が困難となってきており、オランダ病（実質為替レートの上昇による輸出圧迫）、経済の過熱、不安定性といったリスクに直面している。


    経済金融危機後、グローバル・インバランスは緩和された。多くの先進国で、レバレッジの解消により経常赤字の縮小が促された。新興市場国、商品輸出国、いずれにおいても、一次産品価格の価格下落に伴う景気後退を回避すべく景気刺激策を導入したため、経常黒字が縮小した。しかし現在、グローバル・インバランスが再燃しつつある。商品価格は回復に転じ、新興市場国は高インフレを受け、需要喚起策の打ち切りに入っている。多くの新興市場国や、ドイツや日本などの先進黒字国では貯蓄性向の高止まりが生じている一方、先進赤字国（一部欧州諸国など）では公的債務の増大で資金需要が高まっている。


    この現在進行中のグローバル・インバランスに伴うリスクとしては、解消を目指す足並みの乱れが挙げられる（そのリスクは経済危機以前よりもはるかに高い）。赤字国のみでの解消に偏ると、調整によって依然弱含みの世界経済の回復が遅れる。先進赤字国では財政問題により、為替レートや金利の変動が不安定となり、保護主義が台頭しかねない。このような悪化シナリオを回避すべく、黒字国は実質為替レートの持続的、漸進的な調整を受け入れ、赤字国は政府・民間部門の収支を回復させる必要がある。このプロセスは国際協調を通じて促進できるだろう。


    この点で、G20による「強固で持続可能かつ均衡ある成長のための枠組み」は、世界の均衡回復に必要なマクロ経済政策と構造政策の間の補完策を見出すうえで、有用な役割を担っている。構造的な政策対応としては、次のような手段が挙げられる。（1）新興市場国において、福祉制度拡充を通じて予備的貯蓄の必要性を解消し、金融システムの成熟により借り入れ制約を緩和する。（2）先進国において年金改革を実施する（黒字国では支給年齢の引き上げを通じて貯蓄性向を低下させ、赤字国では所得代替率の引き下げを通じて貯蓄性向を上昇させる）。（3）先進黒字国において製品市場改革を実施し、国内投資を促進する。（4）先進赤字国において、借り入れによる資金調達に対する優遇措置を撤廃し、貯蓄を促す。


    危機が激しさを増す中、先進国から、あるいは先進国間の総資本フローは膠着状態に陥った。これは2010年に入ってから反転の兆しを見せたが、現在、資本の相当部分は新興市場国に向かっている。過去の経験では、こうした資本フローは突然に逆流に転じた場合、不安定性をもたらす恐れがある。銀行危機や通貨危機は連鎖しやすく、比較的長期間にわたって損害をもたらしうる。多くの新興市場国では、これが主な動機となり、外貨準備の積み上げを通じた「自家保険」をかけて不安に備えている。これにより為替レートの調整が阻害され、金融政策が困難となり、その代償も比較的大きい。


    したがって、資本流入に伴う不安定リスクを解消するための構造的解決策を図る方がはるかに望ましいと思われる。個別の改革策は多数ある。先進国は、バーゼルIIIの導入と国際金融システム上重要な金融機関（G-SIFI）への自己資本比率規制の強化などを通じて、システミック・リスクへの対処を続けていく必要がある。また、クロスボーダー銀行破たん処理のスキームの策定と実行、そしてシャドーバンキング部門やノンバンクの監視も行うべきである。新興市場国は、より市場を重視した金融システムづくりを推進し、国内金融市場を発展させ、資本収支の自由化を行う必要がある。また、製品市場規制の質的改善を行い、雇用保障の緩和と人的資本の質的向上も図るべきだ。これにより、新興市場国への長期的な資本流入増に加え、債務からより安定的な外国直接投資への転換が進むことが期待される。


    しかし、こうした構造政策は（有効ではあろうが）、新興市場国への、現在進行中の短期的資本流入の勢いに歯止めをかけたり、その比重を変更したりするには至らないだろう。この短期的資本流入の急増の背景には、先進国における金融緩和（依然脆弱な景気回復にとって不可欠）がある。流動性資本は収益性を求めて動くが、その投資先として最適なのが金融引き締め（こちらも新興国にとって同様に不可欠）に転じた新興市場国というわけである。


    最近の研究によると、経常収支調整においては為替レートにある程度矛先が向かうのはやむを得ないとして、その第一次防衛線となるのがマクロ経済政策とされる。新興市場国は、調整による影響を軽減するため、景気対策としての財政政策を打ち出すこともできる。第二次防衛線は、資本流入による国内の信用バブル発生やそれに伴う金融脆弱化を防ぐという意味で、マクロ健全性政策となる。資本取引規制は、あくまでもその次に来るべきものだ。とはいえ、資本取引規制を最終防衛線と位置づける場合にもある程度のリスクが伴う。すなわち、資本取引規制は、第一次防衛線のマクロ経済政策よりも政治的に都合が良いという点だ（実際、マクロ政策上の失策の埋め合わせもできる）。また、資本取引規制は歪みももたらす。ある国が資本流入を遮断した場合、その影響が他地域へも波及する可能性がある。


    こうした資本取引規制の広がりによる負の影響を防止するには、国際監視プロセスを設置し、そこで手順を確立し、各国政策に透明性を持たせると良いだろう。OECDは資本取引政策に関して一連の規約を定めている。これらの規約では、自由な資本移動を最終目標としつつも、各国政府に対し、特定の項目に対する制限の設定や、必要に応じた厳格化を認めている。他方、他国に対してその内容を説明する義務も設けるなど透明なプロセスであるため、ある程度の規律を確保することができる。OECD規約はこの点について考える有用なきっかけとなろうが、これはOECD非加盟国にもすでに門戸が開かれている。


    より抜本的な意味では、多様な政策的決定が共存し、経済の安定と成長を推進していくためのメカニズム構築が求められている。そのためには、優先度を設定し、各国の政策から地域間で生じうる負の副作用を最小限に抑えるための、国際的な協調や監視、意思疎通が必要となる。この一環として現在、世界各国のマクロ健全性枠組み強化を目的とした国際的な取り組みが進められている。さらに、G20の「強固で持続可能かつ均衡ある成長のための枠組み」も、マクロ経済政策、構造政策および為替政策のバランスを考慮し、成長見通しの向上やより持続的な財政運営、グローバル・インバランスの再拡大リスクを最小限におさえる役割を担っている。


    国際通貨システムの強化にあたっては、協調も必要とされる。最終的に実質為替レートは、政策や経済成長率、インフレ率、財政状態の格差に連動して変化していく。具体的にいえば、新興市場国の通貨は最終的には実質的な上昇を遂げることとなろう。名目為替レートを固定したとしても、賃金や物価の調整を通じて為替の変動が起こり、インフレ予想の乖離リスクがあるため、代償を伴う恐れがある。現下の根強い為替不均衡により、持続不可能な対外不均衡が生じる可能性がある。したがって、経済の基礎的条件に沿った為替レート連動を促し、名目為替レート調整が安全弁として然るべく機能するよう、構造改革を実施する必要がある。逆に改革が実施されない場合、為替レートの乱高下による損失も相当なものとなろう。


    ここまで述べてきたことから、グローバル・インバランスは依然として最大の懸念事項であるということが結論づけられる。本質的には3つの課題に集約できる。うち2つは構造的、残り1つは景気的な課題だ。本稿で取り上げた構造的課題についてまとめると、1つ目は、一部の主要先進国における純貯蓄を増加させ、新興市場国を含む黒字国（新興国だけではない）における純貯蓄を減少させることだ。そのためには、新興市場国は社会福祉制度の拡充と金融市場の成熟に取り組み、一部主要先進国ではレバレッジ優遇措置を緩和すべきである。


    2つ目は、先進国から新興市場国への総資本フローを安定して維持することだ。これには先進赤字国の国内貯蓄による資金調達の増大が必要だが、世界的な格差是正において極めて重要である。また、特に新興市場国における資本収支の一層の自由化や製品市場規制の質的改善が求められる。短期的な課題は、先進国の過剰流動性資本が収益性を求めて新興市場国に流れ込み、オランダ病や経済の過熱、不安定性、そして保護主義の台頭が起こりうる点だ。これは、為替レートの調整、景気対策としての財政政策、そしてミクロおよびマクロ健全性政策手段を組み合わせることによって阻止すべきである。資本取引規制は、あくまでも最終手段でなければならない。
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      005: 将来における持続可能なエネルギー供給の確保に向けて - 田中 伸男


      国際エネルギー機関（IEA）事務局長

    

  


  
    国際エネルギー機関（International Energy Agency: 以下IEA）は、6月23日に同機関設立以来3回目となる加盟国による備蓄石油の緊急放出を発表した。1カ月間に6000万バレルの石油の放出を実施した背景には、リビアからの石油供給が途絶しており、情勢の長期化に伴い、その影響がより顕著なものとなっているという問題がある。また、例年夏季に見込まれる季節的な精製需要の増加が供給量不足にさらなる拍車をかけることが予測されており、逼迫した石油市場が脆弱な世界経済の回復の足かせとなる恐れも出てきている。今回のIEA加盟28カ国による一致団結した行動は、産油国からの十分な石油の追加供給がグローバル市場にもたらされるまでの間のギャップを埋めることを意図したものである。


    リビアからの石油供給の途絶に関しては、IEAが何らかの行動に出ることなく既に4カ月が経過していたことから、今回のIEAの動きに対して石油市場関係者には驚きがみられた。しかし、IEAはこの間にも数回にわたって懸念を表明してきたし、今後第3四半期にさらなる需要が予想されるにもかかわらず、追加供給量は不十分と見込まれ、これ以上待つことができなくなったのである。このため、我々は世界のエネルギー市場のソフトランディングを確保するため、先制的な対策に出たのである。もちろん、IEAには必要となればより多くの石油を市場に放出する用意があり、今回の供給量は戦略備蓄の全体量からみれば、ほんの一部にすぎない。


    IEAは、短期的な石油供給の途絶に対し緊急放出を通じて影響を緩和することを伝統的な任務としてきた一方で、長期的な視点から将来におけるエネルギーの見通しや政策提言を発信し、ベンチマークとなる分析を提供している。IEAのレポートや分析は、エネルギー市場の将来について、コスト、安全保障、環境の面での持続可能性の観点から展望するものである。この作業は、不安定な経済回復、従来の予測を覆した非在来型ガスの生産、気候変動交渉の行方、エネルギー需要の伸びの太宗を占める新興国における政策の方向性、中東および北アフリカにおける政情不安、福島原子力発電所の事故など、多くの不確実性によって複雑なものとなっている。


    本稿では、福島原発事故の影響、「ガス黄金時代」の到来に関する議論、日本のエネルギー政策に関する我々の最新の考察を中心に議論したい。


    福島原発事故の発生を受け、IEAでは、今後原子力発電のシェアが低下した場合に何が起きるか、というシナリオを作成しており、その中では2035年には総発電量に占める原子力発電の割合が14%から10%に減少すると仮定している。この原子力の減退と、コペンハーゲンおよびカンクンにおける気候変動に関する交渉が期待外れな結果に終わったこととが相まって、温室効果ガスの大気中濃度を450ppmに安定させる長期目標に見合うレベルにCO₂排出量を抑えることが事実上不可能となるであろうことがわかってきた。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）によると、450ppmというのは地球の平均気温上昇を50%の確率で摂氏2度以内に抑える温室効果ガスの濃度である。


    原子力の減退を補うため、2035年における石炭の需要は石炭換算で1億3000万トン増加する必要がある。これは現在のオーストラリアの一般炭の輸出量とほぼ同量である。ガスの需要については、現在のカタールのガス産出量にほぼ相当する800億立法メートルの増加が求められる。また、再生可能エネルギーによる追加的発電量は460テラワット時に達する見込みで、これは現在のドイツにおける再生可能エネルギーによる発電量の約5倍に相当する。電気料金は上昇し、エネルギー源の多様性が損なわれ、輸入依存度が高まることによってエネルギー安全保障が脅かされ、化石燃料の使用が増えることでCO₂排出量の増加が見込まれる。IEAにおける標準ケースである新政策シナリオと比較した場合、2035年までに発電を由来とするCO₂排出量の増加が約3割加速するものと予測される。既に、ヨーロッパを中心とする各国においては、原子力発電からの撤退を進め、将来のエネルギー源不足に対応するため、再生可能エネルギーの技術開発に向けた取り組みを大幅に拡大する動きがみられる。しかしながら、気候変動問題に対処するためのCO₂削減目標を達成するためには、化石燃料の分野においても投資が必要とされる。ドイツでは、政府が原子力発電の段階的撤廃を完了させる2022年までに、石炭火力発電の大部分を置き換えるものとして、160億立法メートルのガスを追加的に輸入しなければならない。


    これは現在高まりつつあるガスの役割を説明するほんの1つの事象にすぎず、IEAは最近、ガスに焦点を絞った「ガス黄金時代」シナリオを発表した。このシナリオでは、非在来型ガスの採掘の拡大による価格の低下を主な要因とし、ガスの消費量が急激に増加するものと予測している。これに関連して、世界の一次天然ガス需要は、標準ケースと比較して、2035年までに約6,000億立法メートル増加し、2010年の3.3兆立法メートルから2035年には5.1兆立法メートルにまで増加する見込みである。これは50%以上の増加率に相当する。予測期間を通じた天然ガス需要の大幅な増加と2020年前後以降の世界的な石炭需要の低下の影響が相まって、2030年より前に天然ガスの世界的需要が石炭を凌ぎ、天然ガスが石油に次いで世界第2位の一次エネルギー燃料となるものと予測される。しかし、このシナリオがガスにとっての「黄金時代」を象徴するものであったとしても、持続可能性という観点からは「黄金時代」とは言えないかもしれない。世界のエネルギー源に占めるガスのシェアが拡大したとしても、それだけでは、地球の温度上昇を摂氏2度以下に抑えるというシナリオに合致したレベルに世界のCO₂排出量を削減するには全く不十分である。我々の分析によると、エネルギー需要は大幅に高まる一方再生可能エネルギーへの転換は限定的であるため、高いガス需要のシナリオにおけるCO₂排出量の低減は微々たるものにすぎないだろうという結果が示されている。


    原子力の減退や高いガス需要のシナリオを含め、我々のいずれのシナリオにおいても、再生可能エネルギーを利用した発電の行方が今後の大きな鍵を握っている。また、どのシナリオも、低炭素の燃料の開発のための大規模な投資や省エネルギーの必要性は変わらない。


    世界のエネルギー事情における日本の状況、ことに福島原発事故以降の日本について、我々はどのように捉えているか？　まず、現時点での最優先課題は、福島第一原子力発電所の損傷したプラントを冷温停止状態にもっていくことである。さらに、電力のピーク需要を削減しつつ、その他の発電源をフル活用することによって、夏場の電力不足を回避することが不可欠である。このクリティカルな局面が収束した後、政府は日本のエネルギー政策の柱である「エネルギー基本計画」の抜本的な見直しを行う予定である。現在の「エネルギー基本計画」では、原子力発電が2030年までに総発電量の50%を供給する、主要電源の1つとして位置付けられている。私は、結論を急ぐ前に、エネルギーの安全保障、コスト、環境問題などのさまざまな要素を十分に考慮した真剣な議論が行われることを切に願っている。ことに、日本の限られたエネルギー資源を考えた場合、原子力からの離脱は化石燃料に対する輸入依存度のさらなる上昇につながるものである。再生可能エネルギーを推進していくことが重要であることは言うまでもない。発電電力量に占める自然エネルギーの割合を2020年代のできるだけ早い時期に少なくとも20%を超える水準となるよう取り組む、という菅首相の発言は野心的なものであり、IEAの450ppmシナリオに向けた施策を超えるものである。エネルギー安全保障の観点から言えば、このような決定は戦略的なエネルギー計画に基づき、慎重になされるべきものである。戦略的エネルギー計画は、その重要要素として、安定かつ安全な原子力による電力供給および日本全域、さらに言えば東アジア地域における電力グリッドの連携の強化を含むものでなければならないと思う。


    さらに我々は、エネルギーおよび環境分野における最先端技術の開発によって、日本がエネルギー効率の向上や低炭素経済を実現する上で、引き続き世界を舞台にリーダーシップを発揮していくことを期待している。安全で持続可能なエネルギーの未来を実現するため、IEAは、エネルギー効率、再生可能エネルギー、原子力、炭素回収・貯留技術、スマートグリッドおよび電気自動車などを含む「エネルギー技術革命」の必要性を常に訴え続けている。この問題に特効薬は存在しない。既に有望な進展が各分野で見られるが、日本においてより質の高い、革新的なエネルギー市場を構築することによって、すべての領域で技術革命のスピードをさらに加速させ、確立させなければならない。日本はその持てる低炭素技術を最大限に活かし、将来におけるビジネスチャンスを確実に捉えるべきであろう。
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    脚注


    
      	国際エネルギー機関（International Energy Agency: IEA）プレスリリース（2011年6月23日）、IEA、パリ


      	IEA (2011年)、「スペシャル・レポート：ガスの黄金時代到来か？（Special Report - Are We Entering a Golden Age of Gas?）」、IEA、パリ
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      006: 私が日本を信じる3つの理由 - Tommy KOH


      日本・シンガポール・シンポジウム共同議長

    

  


  
    序章


    30年前、日本は世界中から、安定的で繁栄した、競争力の高い民主国家として賞賛を受けていた。当時については、ハーバード大学の高名な学者であるエズラ・ヴォーゲル（Ezra Vogel）氏のベストセラー、『ジャパン・アズ・ナンバーワン』に詳細に描かれている。その一方で、日本に対して脅威を抱く米国人もいた。彼らは日本を悪者扱いし、日本は米国の新しい敵だと不当に決めつけた。このような状況は、1985年のプラザ合意で佳境を迎える。日本は欧米の圧力に屈し、円の大幅な切り上げに合意したのだ。円高は日本の輸出産業にとって大きな試練となったが、同時に、日本人は裕福さとお金が溢れる感覚に酔いしれた。その結果、日本は、海外では浪費にあけくれ、国内では資産バブルを招いた。1990年代初頭にバブルが崩壊すると、日本は破滅的と言えるほどの状況に追いやられた。この後始末には長い年月を要した。


    進化する政治システム


    日本では5年間で6番目の首相が選ばれたばかりである。このような状況は明らかに異常で望ましくはない。しかし、この問題は大局から正しく語られるべきである。第二次世界大戦以降数十年間にわたり、日本は自由民主党政権によって統治されてきた。事実上、日本は一党支配国家であった。自民党の一党支配は政治に腐敗がおこり、各政権がそれまでと異なるかたちで政府を率いた。しかしその任に堪えられず、政権は消滅した。その間に、民主党が自民党に代わる政党として登場した。日本が安定した二大政党制に移行するまでには、あと数年かかるだろう。しかしながら、私は二大政党制が実現すると確信している。長い目で見ると、一党支配への依存よりも二大政党制のほうが、日本の民主主義をより持続的で良質にしていくだろう。


    日本人の強さ


    自然災害の多い日本の歴史の中でも、2011年は特に「最悪な年」として後世に記憶される年となるだろう。地震、津波、原子力発電所事故という3つの災害によって日本人の道徳心は試されたが、その強さは見事に証明された。粘り強さ、決意の固さ、勇気、自制心、団結力、そして公共心といった日本人の最もすばらしい資質が示されたのである。私が日本の将来を楽観視する第1の理由は、その国民性である。日本人は国難に伴う多くの課題を必ず乗り越えると私は信じている。


    日本の労働力


    私が日本の将来を楽観視する第2の理由は、日本の労働力の質の高さである。日本の労働者は、世界の中でも最高レベルの教育と訓練を受けており、生産性の高さにおいてもトップクラスであるからだ。


    職業倫理と卓越性の文化


    第3の理由は、日本人の職業倫理の高さと卓越性の文化である。日本人は非常に勤勉である。怠け者の日本人はあまり見かけない。さらに日本では、卓越性を追求する文化が広く浸透している。日本の労働者はみな、たとえ地味な仕事であっても、自分の仕事の中で何かを追求しようとする。日本人は仕事に誇りを持っているのだ。


    科学・技術・イノベーション


    先進国同士の競争は、以前にもまして技術やイノベーションが原動力となっている。日本はイノベーションと新しい技術において素晴らしい実績を持っており、かつては家電や白物家電の分野で世界を席巻した。日本は自動車業界においても、ハイブリッド車、電気自動車、それ以外の低燃費車の製造分野で世界のリーダーである。さらに、環境関連技術、ロボット工学、航空学、ゲーム技術、アニメ、写真技術等の分野においても、世界をリードしている。


    グローバルなトップ企業


    日本は、世界的に有名なトップ企業を輩出してきた。フォーチュン・グローバル500には日本の企業68社がランクインしている。トヨタ、パナソニック、ソニー、日立製作所はトップクラスだ。楽天や「ユニクロ」ブランドを展開するファーストリテイリングなどの企業もいずれ仲間入りできるだろう。この2社は、社内共通語に英語を採用しており、こうした取組みによって国際競争性が高まるだろう。日本にとって大切なことは、グローバルなトップ企業をもっと創出することである。なぜなら、このような企業の収益性は高く、能力のある人材を惹きつけ、良質な雇用とイノベーションを生み出すからである。


    日本のソフト・パワー


    日本は世界から好意的に受け止められている。日本は平和で美しい国として世界中で賞賛されている。ちりひとつなくきれいで、環境の管理は素晴らしく行き届いている。日本は長く豊かな歴史を持ち、芸術や工芸の伝統は丁寧に受け継がれている。日本社会は、繁栄と社会の調和という両方の側面を持つ。生活の質は高く、日本食は世界の食文化の一角となった。日本人は礼儀正しく親切で、思慮深いと考えられている。また日本人の内面の強さや不屈の精神も、称賛の的だ。これを示す最近の事例は、なでしこジャパンチームによる女子サッカーワールドカップ優勝だろう。


    日本の課題


    日本は多くの課題に直面している。中でも最も重要なのは、3月11日の東日本大震災に関連する3つの災害からの復興、日本企業の再構築とグローバル化の必要性、少子高齢化問題の決然たる対処、能力ある外国人の誘致、そしてアジア諸国との関係強化、といった課題である。さらにもうひとつ、日本の将来にとって根本的な課題がある。それは、日本人の考え方そのものを変革する必要性である。日本は長らく世界で受け入れられてきた。今こそ、日本が国を開き、世界を受け入れる時である。この変革が実現されれば、明治維新並みの大きな影響を日本の将来に与えるだろう。
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      007: 停滞するユーロ圏：脱出の切り札はあるか？ - Salvatore ZECCHINI


      ローマ大学（Tor Vergata）教授 / 経済協力開発機構（OECD）中小企業・起業ワーキング・パーティ（WP）および同WPステアリング・グループ議長

    

  


  
    ヨーロッパで通貨統合が実施されてから10年以上が経過した今、ユーロ圏はユーロ存続の可能性をかけた、これまでで最も厳しい試練に直面している。ユーロ圏は、大恐慌以来最悪の不況からの景気回復が行き詰まっている現状と、域内の主要加盟国・小国各国の厳しい財政状況の両方を解決する必要があるからだ。しかしながら、巨額の政府債務と莫大な財政赤字に対する金融市場の過剰反応により、この問題は手に負えなくなってしまったようだ。


    現在の危機を、金融市場の緊張感の高まりや、景況感の変調がもたらした結果と考えると、全体像を見失ってしまうだろう。現在の信用危機の最大の原因は、経済停滞が慢性的で、今後も続くという見通しによるものだ。比較的低成長だった過去10年間以後の成長見通しが、不透明であることを考慮すると、政府の累積債務は多大な負担である一方で、緊縮財政に対する社会の寛容性はあまりに低い。また、デフォルトの危険性が非常に高く、安易な解決策としてインフレを利用するという誘惑には抵抗しがたい。


    にもかかわらずヨーロッパでは、ユーロ到来は、経済再生の新時代の幕開けともてはやされた。貿易、投資、起業家精神、イノベーションが、成長を後押しし、価格安定化を目指す単独の金融政策によって、インフレ・リスクを無くす、と期待された。しかし現実は、このような筋書きからは程遠かった。過去10年間の実質GDP成長はわずか年率1.1%にとどまった。この値は、それ以前の過去20年間の成長率の半分以下である。過去10年間の期末における、1人あたりの実質GDPは、期初比で4.8%の上昇にとどまった。一方、消費者インフレ率は、欧州中央銀行(ECB)が定めた年間目標値である2%に合致した。


    南欧各国と比べ、ヨーロッパ大陸各国の経済状態は比較的良好であり、ユーロ圏の経済パフォーマンスには相当な幅があるが、過去に経験した数々の危機に際し、全体的に見て、ほとんど回復力を示せなかった。次々に起こった危機とはすなわち、株式バブルの崩壊、ドルベースで4倍に高騰した石油価格、為替市場での米ドルの下落、世界金融危機、深刻な不況、そして最近の政府債務危機である。


    日本は同様な危機に直面した先進国であるが、日本が欧州より良い状況でなかったことは、ユーロ圏にとって何ら慰めとならない。日本は同時期、ユーロ圏よりも低成長であり（年間成長率0.7%、1人当たり成長率+2.7%）、デフレ率はほぼ一定を保ち、財政赤字は約2倍のレベルに達した（GDP比3%から5.8%）。日本とユーロ圏には共通の問題があるが、日本経済は金融部門や少子高齢化といった独自の問題がある一方、海外での競争力が上昇した。


    ユーロ圏の低成長と不十分な回復力には、主に3つの要因がある。それは、生産性の低迷と競争力の悪化、高齢化、労働市場と生産市場の硬直化である。労働生産性は年平均でわずか0.57%しか上昇していないが、企業における1人当たりの賃金は年2.4%上昇した。例外の国もあった。ドイツは2004年から2007年の間、賃金上昇の抑制と生産性向上を同時に成し遂げた。オーストリアとオランダも同時期に大幅な生産性向上の実現に成功した。結局、過去10年間で為替動向と単位労働コストの面から見たユーロ圏の競争力は、23%悪化した。一方、ドイツは競争力の改善に成功した（2000年と2010年比で約4%）。対照的に日本の競争力は、31%と、驚異的な改善を遂げた。


    ユーロ圏内の成長に伴う痛みと高齢化問題があいまって、この傾向はますます悪化している。なぜなら、高齢化に伴い、労働力人口が減少し、社会保障費の増大による経済への負担が高まるからだ。一般的に人口が伸び悩む中（先進国以外の国は除く）、最後の数年間は例外として、不況によって経済が低迷した過去10年の間、60歳以上人口の就業率は望まれるレベルまでには上昇しなかった。


    低迷する労働力をより柔軟に利用すれば、この問題は緩和できたはずだ。しかし実際には、ユーロ圏は主に次の2つの構造改革を押し進めることができなかった。1) 産業別、地域別の賃金設定や労働者の流動性の観点から、刻々と変わる競争力によりよく順応できる労働市場にすること、2) 起業家精神、イノベーション、研究開発投資の促進のため、製品市場を自由化すること。「リスボン戦略 (Lisbon Strategy) 」の観点から見れば、ある程度の前進が見られた。しかしそのスピードは不十分であり、国や業界によって進展にばらつきがあった。最終的に、ユーロ圏は事前に定めた数値目標を達成できなかった。たとえば、国民生産の最大の割合を占めるサービス業は自由化や海外との競争とはほとんど無縁な状態のままだった。また、労働参加率と研究開発投資額も目標値に達しなかった。


    最適通貨圏アプローチによると、通貨統合の成功は、生産要素の流動性と賃金の柔軟性が前提になる。各国が共通の通貨と金融政策を継続して支持する正当性は、各国の多様な経済が実質的に統合されることであるにもかかわらず、ユーロ圏の政策的ガバナンスは、このような重要課題を十分に実行に移せなかった。


    ユーロ圏がアジア、東欧、ラテンアメリカといった新興経済国との厳しい競争に直面している現時点では、柔軟性がなおさら重要である。現在、ユーロ圏が直面している成長関連の問題のほとんどは国際分業、ユーロ圏の人口動向、新興経済国との競争に対応する際の構造的な硬直性によって説明できる。新興経済国との競争は突然始まったのではないが、すべてのヨーロッパの民主主義国が適切にタイミングよく対応できたわけではなかった。南欧諸国は、財政赤字、手厚い労働者保護、寛大な福祉を削減・縮小することで社会的な合意を得ているが、現在、きわめて困難な状況にある。


    すべてのユーロ加盟国が、多かれ少なかれ根本的な同じ制約に直面している。不況で膨らんだ債務対GDP比を緊急に下げる必要があり、財政刺激策を採る余地がない。金融の安定化を目指すユーロ政策をインフレや通貨切り下げは政策手段として使うこともできない。また、OECDの経済大国はそろって過度な財政赤字を抑制しているため、総需要を押し上げる外的な方策も採ることができない。年金、失業保険、医療保険、労働法規などの広範な社会的保障システムを廃止することに対する、社会的抵抗も根強い。金融市場はリスク回避に過敏になっており、必然的な緊縮財政策に対する社会の受容度も低い。


    これほど多くの難しい制約に直面しているユーロ圏が、長期にわたる低成長や社会的緊張、不透明な国内生産業者保護から抜け出す方法はない、という向きもあるだろう。それでもやはり、ユーロ圏が停滞や崩壊の運命にあるとは信じがたい。このような状況に一石を投じ、蔓延する否定的な展望に対抗できるかは、政策決定の質にかかっている。ユーロ圏各国の指導者が真剣に取り組めば、すばらしい飛躍は可能であり、解決法を見出せるだろう。


    ユーロ低迷から脱却は可能だ。総需要管理政策に依存したこれまでのやり方を脱し、供給サイドの政策と効果的な国際経済協調に重点的に取り組む、という政策立案者の決意こそがその核心である。経済成長の回復のため、あらゆる供給サイドの政策が用いられるべきであるが、調整期に不可避な社会的コストの軽減に充てる公的予算はほとんどないことを念頭に置くべきだろう。言い換えれば、現代版「産業政策」（破綻しそうな業界や企業の支援ではなく、構造改革推進を目的とした産業政策）の復活は、国内の成長エンジンとなり、成長見通しを大きく改善するだろう。


    国内市場、生産拠点、生産要素といったミクロ的構造の改善を目的とし、戦略を検討すべきである。個々の効果は限定的でも、合わされば生産性や競争力に大きな進展をもたらす。適切な施策を網羅する長いリストを限られた紙面に記すのは無理なので、今後進むべき方向のヒントを幾つか紹介したい。


    
      	官僚主義的な障壁に深く切り込み、規制・規定、税制上のコンプライアンスを簡略化し、起業家精神、事業開発、起業にとってより望ましい環境を作ること。


      	企業の競争力向上に実用的で、元が取れると判断されたインフラ整備プロジェクトにもっと民間資金を注入すること。実現の際に障害となる役所の煩雑な手続きを簡略化すること。借入コストは史上最低であるため、高い投資収益を得るチャンスはこれまでになく大きい。また、消費支出を削減し、より多くの公的資金をインフラ整備プロジェクトにシフトさせること。


      	規制、環境課税・補助金、市場メカニズムの活用することで、公的予算を追加せず、持続的な投資を牽引する「環境」のような分野において、新しい技術を普及させること。


      	イノベーションを推進し、研究開発センターを産業界と連携させることで、研究成果の情報をより多数の中小企業に提供すること。


      	交通、地域電力会社、ネットワーク産業、卸売や小売流通業といったサービス業の主要産業分野の規制を緩和し、競争力の向上とイノベーションの促進を目指す。


      	公共団体を含むすべての部門において、情報通信技術の業務への採用を推奨すること。時代遅れの産業を段階的に縮小させることで、資産をより簡単に償却、資本を成長産業に導く。


      	中小企業の競争力、投資性向、成長のチャンスを向上すべく、世界市場への進出を支援すること。


      	産業や地域を超えた労働者の流動性を高めるべく、労働市場と雇用の硬直性に対処し、「反・流動性」が損になるようなシステムにすること。時代遅れな技能を持つ労働者の再教育を行う企業を支援すること。


      	働く能力があるにもかかわらず、働く機会もインセンティブも得られない高齢者コミュニティのための社会保障システムではなく、活力ある社会の実現という目的に対応できる社会保障システムにすること。たとえば、より柔軟な労働契約や、働き甲斐を高めることで、65歳以上人口の労働を奨励すべきである。


      	金融・保険業界にもっと競争を導入し、サービス・コストを下げること。


      	公的支援（例：政府保証）を活用することで、中小企業の資金調達を容易にし、借入コストの軽減すること。

    


    以上の施策を1つの視点にまとめると、「景気刺激策は控え、競争、イノベーション、技術刷新をもっと進めるべき」ということである。


    前述の施策すべては、国内の領域にとどまらない。国際協力によって、相乗効果を高め、調整コストを軽減し、ユーロ圏各国が得る構造改革の恩恵を無効にさせない、というメリットを得られる。各国の国内改革推進を支援するため、国際的規模で次の3つの脅威を取り除かねばならない。3つの脅威とは、保護主義の傾向、通貨の不均衡、そして重要な商品・エネルギー市場における市場支配力の濫用である。これらの脅威が存在し続け、より深刻になった場合、ユーロ圏各国の国内改革を推進しようという意志はくじかれ、さらに憂慮すべき状況を招くかもしれない。結局のところ欧米の民主主義国においては、十分な社会的・政治的支援なくして改革は実行できないが、困難な時代にあって、政治的支援はすでに乏しい状況である。それでも、血の出るような努力をし、国際的支援を受けることで、ユーロ圏が現在の停滞から比較的早く脱する克服力と忍耐力を示せると確信している。
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      008: 人民元の国際化：歴史上の先例から見えてくるものとは？ - Jeffrey FRANKEL


      ハーバード大学行政・政治学大学院（ケネディスクール）教授

    

  


  
    人民元は突如として、次の重要な国際通貨としてもてはやされている。この1、2年の間に人民元は数々の側面で国際化し始めている。香港では人民元建て債券市場と人民元建て預金市場が急成長している。中国の国際貿易決済にも人民元が使われ始めている。2010年8月以降、各国の中央銀行が外貨準備として人民元を保有できるようになり、マレーシアが先鞭をつけた。


    一部では人民元が今後10年以内に米ドルを追い抜き、ナンバーワン国際通貨の地位を手にするとの見方がある（注1）。この予想の根拠として、第1に中国経済の規模が米国を上回る可能性が高いこと、第2に、第一次世界大戦後に米ドルが英ポンドからナンバーワン国際通貨の地位を奪った歴史上の先例が上げられている。


    かつて国際通貨の地位は、保持され続けられるという「慣性」（inertia）が存在すると言われていた（Krugman, 1984等）。米国経済の規模が英国経済を上回ってから（GNP基準で1872年）、米ドルが英ポンドを追い抜くまでに（各国中央銀行の外貨準備比率で1946年）かなりの時間を要したといわれてきた。ところが、とりわけEichengreenの「新しい見解」は、この時間差はさらに短かったと提唱している。第1に米ドルが国際通貨の基準を満たしたのは第一次世界大戦後であり、第2に米ドルが国際通貨として英ポンドと競合するようになったと言われる時期は1920年代半ば以降である。第1の点についてはその通りである。貿易を規模の指標とすれば、米国が英国に初めて追い付いたのは第一次世界大戦中であった。その後まもなく、債権国としての地位、通貨が強い価値を維持できるという見通しの認知度、そして厚みがあり、流動的で、開放的な金融市場など、その他の重要な基準が達成された（注2）。第2の点については、英ポンドと「競合するようになる」・「追い付く」（1920年代）という概念と、英ポンドを「決定的にリードする」・「取って替わる」現象（1945年）を区別するかどうかが問題のようである。どちらの解釈にしても、条件が整ってしまえば実際のところ、米ドルの国際通貨としての台頭は急速な進展であった。米国には1913年まで常置の中央銀行さえなかったのである。


    米ドルは20世紀に国際通貨の地位を達成した3つの通貨の1つである。他の2つの通貨は日本円とドイツマルクで、1971-73年のブレトンウッズ体制崩壊後に主要国際通貨となった（言うまでもなくユーロは1999年以後に国際通貨となっている）。1990年代初頭、日本円とドイツマルクは米ドルとナンバーワンの地位を競う可能性があるといわれていた。このことは、その後に日本の相対的な役割が縮小し、ドイツマルクが廃止されたことから、今となっては忘れられがちである。振り返ってみると各国中央銀行の外貨準備における両通貨の比率は1990年代初頭にピークに達していた。


    人民元の現状は、過去の3つの通貨の台頭と比較して、歴史的な状況という点で興味深い相違点がある。中国政府は積極的に国際的な人民元の利用を進めている。ドイツや日本、あるいは米国でさえも、当初は少なくともそのようなことはしなかった。この3つのいずれの通貨の場合も、通貨の国際需要が高まれば競争力を失う立場にあった輸出関連セクターが、国際化支持の可能性のあった金融セクターよりはるかに強力であった（英国とスイスでは金融セクターの勢力がはるかに強かった）。中国においても、通貨高とそれによって製造業輸出に及ぼされる影響への懸念が、損得勘定を左右すると予想される。


    1973年以後のドイツマルクと日本円の場合、ドイツ・日本両政府の消極姿勢にもかかわらず、国際化が実現した。1914年以後の米国の場合、国民全般の無関心や反感があったが、一握りのエリートが米ドルの国際化を推進した。ニューヨーク連銀初代総裁ベンジャミン・ストロングをはじめとするエリートは、そもそも1910年に連邦準備制度の設立を図ったメンバーである。


    人民元を国際化するという中国の新たな意気込みに、国内金融システムにおける金融抑圧を終わらせ、国際資本規制を解除し、人民元高を許容するといった前向きな姿勢が伴うかどうか、いまだ不透明である。1世紀前にストロングが成し遂げたように、一握りのエリートによって達成されるかもしれない。しかし、これまでのところ、政府は国内金融市場を切り離し、オフショア市場における人民元の国際的利用を推進しているにすぎない。これだけでは十分といえないだろう。
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    脚注


    
      	Subramanian (2011a、p.19 l;2011b)：「広義の経済的な優位を今日の状況に適用すると人民元は2010年代半ばないし前半にかけて実際に米ドルを上回ることになるだろう。」Eichengreen (2011)はこれよりやや慎重である。両者とも人民元が実際にそうした役割を担うには中国の金融市場が今よりはるかに発展する必要があると認識している。


      	基準については、Chinn and Frankel (2007)で議論され、計量経済学的に評価されており、参考文献も紹介されている。
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    I.リーダーシップ危機


    経済的苦境におけるリーダーシップの空白


    今日、世界経済は、ユーロ圏の政府債務、遍在化する債務問題、二番底を探る景気動向など、同時に取り組むべき深刻な危機に直面している。このような状況下、政治指導者は経済安定化の方策を見出すべく、国民に選ばれる。当選した政治家には、財政政策や金融政策、産業政策、規制政策、税政策を指揮する法的権限が与えられる。政治家がマクロ経済の枠組みを設定し、その枠組の中で、民間部門が無数の営利的な判断を下し、資本市場が資金や信用を割り当てる。


    経済的苦境の時代においてはリーダーシップが重要となる。だが残念なことに、選挙で選ばれた指導者が適応力のある効果的な政策ソリューションを提供できず、目に見えて経済運営に失策するのも、まさに経済的苦境の時代においてである。指導者が議論に明け暮れ、争い合い、躊躇している間に、深刻な問題があちこちに飛び火し、本格的な危機に陥る。


    経済的な苦境においては、民主主義政治の最悪の特徴が前面に出てくる。 政治駆け引き、党派による瀬戸際政策、大衆扇動、そして選挙区の利益を国家の利益に優先させる等々。結果、政策は行き詰まり、差し迫った経済問題は放置される。つまり先進民主主義国家においては、リーダーシップが緊急に求められるまさにその時に、苦痛を伴う政策決定が先延ばしされてしまうという非常に残念な傾向が見られるのである。


    巨額な赤字と法外な支出：袋小路


    先進民主主義国家の多くが巨額の公的債務と法外な支出という伝染病を患っている。人口の高齢化により社会保障サービスに多額の出費が必要であり、福祉国家の維持に必要な費用はうなぎのぼりであるのに、国民はこの費用を賄うための税金の支払いを望んでいない。財政支出が拡大する反面、税収が減少するのだから、公的債務は必然的に膨張する。持続不能な水準まで膨張する。


    ギリシャは民主主義発祥の地であるが、今では放漫財政と脱税が蔓延する国家の最悪の例となっている。自己中心的かつ日和見主義的な態度が蔓延しており「寄生経済」と呼んで差し支えない。


    政府債務問題の爆発的拡大


    ギリシャは ユーロ圏における「政府債務問題病」患者の第1号である。いわゆるPIIGS諸国（ポルトガル、アイルランド、イタリア、ギリシャ、スペイン）において債務危機の深刻な兆候が発生している。政策的見地から必要な行動はかなり明白であるにもかかわらず、欧州の指導者達はユーロ圏の債務危機を、国家による債務不履行の危機に対する長期的解決策を探る試練と捉えず、目先の流動性供給問題として捉えている。欧州の指導者達がこのような近視眼的政策に終始するようであれば、欧州の政府債務問題は悪化の一途をたどるであろう。


    米国の指導者達が自国の経済問題に対処する手際も似たりよったりだ。国債発行上限引き上げのタイムリミットという直近の例を挙げよう。党派的瀬戸際政策により不必要な危機が発生した例である。下院の共和党指導者達は2011年8月2日というタイムリミットを盾にして、上院とホワイトハウスの民主党指導者達に対し、強硬に債務削減を迫った。その結果、米国、そして世界の金融システムは壊滅寸前まで追い込まれることとなった。


    財政赤字タカ派の共和党指導者達は、オバマ大統領再選阻止を至上命題としている。米国経済の立て直し、雇用創出、金融セクターの安定化よりも、民主党大統領を引きずり下ろすことを優先しているのである。共和党議員の多くが、たとえ米国経済が弱体化し米国民の福祉にマイナスであっても、イデオロギーの原理に妥協しない旨の誓約に署名している。


    政策決定にまつわる基本的力学


    数千年という人類の歴史から見ると、民主主義は史上最良の統治制度である。人権や社会正義、法による保護、経済産出において、民主主義は独裁政治や専制政治より明らかに優れている。米国や欧州、日本などの成熟した民主国家は、ソビエト連邦や毛沢東政権下の中国、キューバよりもはるかに効率的であり、順応性も高く、ダイナミックであることが証明されている。これは、民主主義が法律や市場インセンティブ、自主的な行動を基盤として運営されており、国家による強権的支配を基礎とせず、また自由に情報を流すことができ、検閲も行われないからである。


    民主主義は経済面ではダイナミックであるものの、その制度にはさまざまな本質的な弱点を内在している。 たとえば権力は、複雑な経済問題を処理する政府の能力を制限する形で分散されている。米国において権力は行政、立法、司法に分散されているが、これによって国民は権力が過剰に集中してしまう危険から守られている。その反面、政策決定は非効率的で時間を要し、次善にとどまる。日本では、1989年から続く衆参ねじれ国会によって両院での法案通過が困難で不確定、かつ党派的瀬戸際政策の影響を受けやすくなってしまった。


    「合理的」な政治？


    権力の分散以外にも根本的な欠陥が存在する。 国民は正確で完全な情報を入手でき、この情報を基に「合理的」に投票し行動するという誤った前提がある。ここで「合理的」とは国民が自己の最善の利益を特定し、満足のいく結果をもたらすべく行動する能力を指す。民主主義の理論によれば、何百万、何千万人という個々人が自己の合理的な利益を追求する結果、総和では対立する利害が相殺され、公益が達成されるという。民主主義のこの概念は、自由に機能する市場の安定的な枠組みの中で、個々の消費者が自己の物質的利益を追求するという複雑な相互作用の結果、市場の効率性が達成されるというアダム・スミスの理論に驚くほど類似している。


    残念ながら、個人は「合理的」ではない。個人が客観的で完全な情報を入手することはできない。公共政策上の選択について個人が知りえる情報はマスメディアから得たものであり、マスメディアは不完全な情報、偏った情報を流す場合も多い。マスメディアの情報が氾濫する中、保守であれリベラルであれ、国民は自分の考えを反映し、強めてくれる情報源に惹かれる傾向がある。


    国民の多くは、ある公共政策を選択した結果、自己の経済的・社会的利害にどのような影響があるのかを理解していない。たとえば、ティーパーティーのような保守派グループに属する米国の低所得労働者が富裕層への増税に反対することも考えられる。逆進課税によって低所得者層に対し、比較的高い税負担が強いられるにもかかわらず、である。同様に、高齢者が長期的な債務削減のため、政府支出の大幅削減に賛同することもあろう。政府支出が大幅に削減されれば、自らが依存しているメディケアや社会保障などの受給権が大幅にカットされる傾向にあるということを理解していないようだ。複雑な公共政策問題に関する国民の知識は浅く、断片的で曖昧である。つまり、客観的な情報に基づいて行動するのではなく、特定の政党への帰属や単純なスローガン、柔軟性のないイデオロギーなどに基づいて投票することが多い。先進民主主義国家においては、このように政党や強力な利益団体、偏向したマスメディアに権力が集中していくのである。


    政治的消極性と無関心


    情報に乏しいだけでなく、国民の多くは、明らかな無関心とは言えないまでも、政治的に受け身である。マンサー・オルソンの指摘にもあるように、個人が他人に政治活動・市民運動への参加を委ねることは、時間の面でも労力の面でも「合理的」なことである（『集合行為論：公共財と集団理論』ハーバード大学出版、1971年）。投票や議員への請願、街頭デモは他人に任せよう。公益実現のための政策策定は他人に任せよう。公共財は、個人が何かをしようがしまいが、誰でも享受できるのだから、時間や労力を割く必要もなかろう。


    利益団体という寄生虫


    民主主義国家において国民の大半が受け身である場合、資金力のある組織的な利益団体が政策決定プロセスに対し不当な影響力を持つ。また、強力なロビイスト集団が金融サービス、医療、運輸、建設、エネルギー、農業、小売など主要な分野を手中に収める。


    銀行などの業界団体は、主要な立法政策、規制政策、財政政策、金融政策、産業政策等に影響を行使してもらう対価として、議員に対し巨額の寄付を行うインセンティブを有している。たとえば、日本の建設会社は与党であった自民党に巨額の献金を行い、その見返りとして選挙区で旨みの多い補助金付き建設業務契約を勝ち取っていた。


    時が経つにつれ、組織的な利権グループは寄生虫のごとく国家の深部に潜り込み、補助金や税負担の軽減、政府調達、規制上の優遇等の形で貴重な資源を吸い上げるようになる。利権グループという寄生虫の大群が国家経済の残骸を食い漁っている間に、経済は徐々に活力を失い、成長率は低下する。そして、経済危機に直面しても状況に適応した変化をもたらすことが困難になる。


    II.日本のリーダーシップの空白


    経路依存性


    日本では、民主主義国家すべてに共通する特有の構造的欠陥が強く表れてきた。これは単独政党（自由民主党）が中央省庁と緊密な関係を保ち、農家や大企業、銀行、医師、郵便局職員等、既得権グループの圧倒的な連携に支えられて長らく政権の座にあり、その統治下で、中央集権的かつ生産者寄りの経済が独自に発展してきたことによる。


    自民党・官界・財界の三頭体制は1955年から1990年までの30年以上にわたり高い経済成長を実現する政策を実施してきた。1975年に、日本は世界第2位の経済大国となった。戦後の日本経済は、輸出主導、設備投資主導、生産者寄りの経済であり、旧来の英米型自由放任主義、消費者志向の資本主義的な民主主義とは構造を異にする、新たな発展のパラダイムとなった。


    景気を先導する経済成長と政治的安定が数十年間続いたが、この間に、政治体制の中核である自民党・官界・強力な生産者団体と三頭体制が深く根付いた。このシステムにはいくつかの特徴がある。


    
      	政党間の不完全な競争


      	弱体な「半永久的」野党


      	政党内（派閥間）および政党間の権力分散


      	透明性と説明責任の低下


      	政権政党（自民党および民主党）に対する草の根的支持の薄さ


      	利権グループの強力な連携（日本経済の利益を貪り、経済効率が低下、変化への抵抗が増す）


      	蔓延するコンセンサス重視


      	現状維持の並外れた耐久力（変化への抵抗が組み込まれている）


      	不毛な政策論争


      	顕著なリスク回避


      	政策の策定において中央省庁の専門知識に依存


      	発展途上な政策研究・分析インフラ


      	生産者団体の力と比較して国民・消費者団体の声が弱い

    


    日本の戦後システムは数十年にわたって大きな成功を収めたが、定型的な政策策定やリスク回避、断片的な改革、経済危機に直面してもなお先送りをするといった要素が深く根付いた制度へと除々に変化してきた。


    つまり、四半世紀にわたる目覚しい成功によって、国内経済や国際制度の基本的変化に柔軟に対応することなく、現状維持を目指す政治経済体制が出来上がったのである。


    日本は10年以上もデフレスパイラルにあるにもかかわらず、政治は、旧態依然とした政策を次々に打ち出すのみで、経済の弱体化に対処できていない。以下の問題点が挙げられよう。


    
      	民間部門の支出の不振


      	（産出可能量と実際の経済産出量の間の）産出ギャップ


      	財政赤字の急増


      	公的債務残高の急増


      	キャリートレード (carry trade) による資本流出につながるゼロ金利


      	世界的に不整合な為替レート


      	労働と資本の不適正配分


      	イノベーション、リスクをいとわない精神、企業家精神を抑圧する過剰な規制


      	労働人口と総人口の減少、高齢化


      	持続不可能な日本の福祉セクター


      	製造・組立など従来型輸出志向産業の相対的な優位性の低下

    


    国民の自制心


    日本経済の不振は1991年から継続しており、自民党が2009年まで政権の座を維持したことは驚くべきことである。賃金水準の低迷、非正規雇用の急増、所得と富の分配における格差拡大、株式・信用・実物資産市場の急落など、主要な経済指標は軒並み芳しくない。1991年から2009年にかけて、日本の家計は大きな打撃を受けている。


    欧米の民主主義国家であれば、不満を抱いた国民は間違いなく政権交代を実現していたと思われるが、日本の国民はなぜ与党自由民主党の責を問い、2009年よりさらに早い時期にこれを実現しようとしなかったのであろうか。


    理由の1つとして、1955年から1990年という長期間にわたる経済成長という自民党の輝かしい実績が挙げられる。このため、国民は低迷する経済の立て直しを図るべく、自民党に進んで裁量権を委ねた。野党に政権運営の実績がなかったことも大きな理由である。さらに、不況は長期にわたっていたが、大多数の日本の家計にとって耐えがたい痛みというほどではなかった。国民は「悪党ども（自民党）を追い出す」必然性を感じていなかった。国民の自制心の結果と言えよう。


    さらに明確な理由として政権与党に非常に有利な日本の選挙区制度が挙げられる。有権者人口に釣り合わない議席数が農村部や地方都市に割り当てられている。そして、農村部や地方都市は、自民党の強力な支持地盤である。このような恣意的な選挙区制度により、自民党は得票総数では負けても政権党の立場を維持できたのである。


    国民の直接的な支持


    2001年から2006年の間、小泉純一郎元首相は国民による直接的な支持基盤を確立した。小泉首相は、大派閥や補助金のばらまき、利益団体からの献金など、自民党従来の権力の源泉への支配で権力を手にしたわけではない。


    大衆から直接支持を得て、小泉首相は、小泉後の首相が誰一人として挑もうとしなかった大胆な改革を推進できた。小泉首相は伝統的な自民党政治に決別したのみならず、郵政民営化など大胆にも、自民党の従来的な権力基盤を崩すことを目指す改革をも実行した。野田首相が大規模な改革を実行に移し、あるいは困難な法案を成立させようと望むのであれば、小泉首相同様、大衆との強固な関係を築かねばならないであろう。


    2006年に小泉首相が引退すると、瞬く間に後継者達は小泉改革に逆行し始めた。2006年の安倍晋三首相選出から2009年の麻生太郎首相辞任まで、短命の首相が続いた。頻繁な首相交代は民主党政権下でも続き、野田首相は民主党政権3年目にして3人目の首相である。5年間で6人目の首相。日本の政治指導者の誰一人として長引く不況を克服できていないことが大きな原因である。


    野田首相にとって事態の打破は容易ではない。経済問題は方々に飛び火しており、タイムリミットは迫りつつある。今後20年間、お茶を濁すような余裕はない。経済危機対策をすぐに講じなければ、日本は考えられない事態を迎えることとなろう。つまり、政府債務不履行の危機である。


    求められる一貫した戦略


    弱体化した日本経済を再生させるため、日本の指導者達はデフレの逆風を克服すべく長期的な政策手段を実行に移さなければならない。たとえば、エネルギーインフラや運輸インフラを改善し、輸出する。消費を刺激し、イノベーションの妨げとなる規制を撤廃する。過剰生産能力の縮小や非効率な支出の削減、そして着実な成長を達成する。その結果、巨額な政府債務の重荷を着実に縮小させる。


    政治家だけでは、一貫した経済戦略の立案に必要な知識や経験が不足している。多様な意見を外部に求めなければならないだろう。つまり、官僚や学者、研究者、企業幹部、業界団体、オピニオンリーダー、労働組合、消費者団体、そして国民である。


    さらに、野党には、たとえ経済立て直し失敗という多大なコストを伴っても、民主党を政権の座から引きずり下ろすために必要と判断されたことは何でもしようという、屈折したインセンティブが働くことが考えられる。野党や、民主党内でも非主流派の派閥は、重要法案成立に向けての協力を拒否することにより権力を奪取できると考えを持つかもしれない。


    お粗末な政策開示


    日本では、予備選挙も大統領選挙も存在せず、政策開示が質・量ともに十分とは言えない。新首相が税制や予算、金融政策、規制監督、国際安全保障、外交等の基本問題でどのような立場なのかはっきりしないことも多い。政策開示は注目されておらず、あまり目立たない。これはまぎれもない欠陥である。


    かつて自民党の指導者達は官僚の政策助言に依存していた。民主党の指導者達はエリート官僚への依存度を低下させようとしたが、この穴を埋めるため、各国会議員事務所や首相、内閣の行政機構、民主党組織の政策立案能力を向上させねばならない。さらに、シンクタンクや研究機関、大学の研究センター、NGO、マスメディアの組織する政策フォーラムなど、日本の政策立案インフラ全般が強化されることも望ましい。


    結論


    巨額の赤字、持続不可能な債務、不安定な金融システム、低迷する需要、2桁台の失業率、政府債務不履行の可能性など、世界が幾多の深刻な問題に直面する今、先進工業国の政治指導者達に求められているのは、状況に素早く対応でき、長期的視点を有し、党派に縛られない、断固としたリーダーシップである。ところが実際に先進国の国民が受けているリーダーシップは柔軟で実行力のあるリーダーシップとは程遠く、硬直的で党派優先型、臆病で断片的、近視眼的なリーダーシップである。政治はほとんど機能しなくなっており、状況は「リーダーシップの赤字」と形容できるほど深刻である。


    日本では、この「リーダーシップの赤字」が他の主要先進民主主義国家と比べ、長期間にわたって継続している。この結果、かつて評価の高かった日本経済も、すっかり活力を失ってしまった。


    リーダーシップは重要である。日本のようにリーダーシップが欠落していると、経済は千鳥足で歩を進めながら、やがて国家の没落へと向かう。これ以上決断を先延ばしにすれば、国際的な信用格付は引き下げられ、家計資産の正味価値が激減し、最終的にはおそらく財政破たんへと突き進むだろう。このようなシナリオを見ても、指導者達が経済再生に向けた大胆な戦略を策定できない場合、国民は指導者達により高いレベルの達成水準を課すべきであろう。


    日本の政治家は党派抗争や優柔不断、政治的な手詰まりを乗り越えることができるであろうか。2011年3月11日の大震災で政治的指導者達は目前の経済危機の深刻さについに気づいたであろうか。答えはまだはっきりしていない。唯一、明確なのは、過去20年間にわたり、日本の政治指導者達は経済の立て直しに失敗してきたということである。政治リーダーシップの赤字は持続不可能な財政赤字の累積額にも匹敵しており、また同時に、この巨額な財政赤字の原因でもある。


    2011年11月

  


  
    世界の視点から 010 2011年12月
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      010: 3・11後の復興の鍵を握るイノベーションと起業家精神 - John V. ROOS


      駐日米国大使

    

  


  
    東日本大震災が発生した今年3月以降、日本国民はこの歴史的大災害から立ち上がる力と決意を見せてきた。国や地方自治体、非政府組織、民間部門の素晴らしい活動で、被災者の生活は大きく改善した。今は経済再生の兆しも見えるが、東北地方、さらには日本全体に未来の繁栄を約束するような形での再生を促すには、やるべき仕事がまだ多く残っている。これまで何度も述べたように、私は日本が今回の危機から立ち上がり、以前より強くなると確信しており、それを確実に実行する1つの手段が東北と日本全国でのイノベーションと起業の促進であると考える。


    運命の3月11日以前も日本の景気回復は遅れていたが、震災は既存の問題を悪化させ、新たな課題も生み出した。しかし震災の前後で核心的な問題――いかにして持続可能な成長と包括的繁栄を確保するか――は変わっていない。過去に困難に直面した時、日本と米国はいずれも、市場に技術をもたらす新たな企業の設立を奨励することで経済を再活性化させてきた。そのうち何社かは全く新しい産業部門を主導する企業に成長している。私はこれまで仕事をする中で、雇用の創出と社会資本の拡大という点で新興企業にいかに大きな可能性があるかをこの目で見てきた。


    私はこのような起業を通じたイノベーションが、将来の成長と繁栄の鍵になると考える。日本各地を訪問した際、私が多くの方から受けた質問は、起業を促すために日本は何をすべきかというものだった。簡単な答えはないが、過去20年間に多くの国が指針として役立つと認めた基本原則がある。そのうちいくつかをここで紹介したい。


    起業家を称賛する


    第一に、新たに企業を設立する勇気を持つ起業家の努力を尊重する。成功を称賛することはもちろん大切だが、失敗に終わった時もその努力をたたえることが極めて重要である。なぜなら失敗から学ぶこともあり、失敗すればそれで終わりというわけではないからだ。社会、産業界、政府の最高レベルの指導層が起業家精神を高く評価すると明言すれば、人々は耳を傾け、それに応えると私は考える。成功しているベンチャー企業を政府が臆することなく国内外で称賛すれば、日本が通常通りの生活を送っており、新規企業も広く受け入れていると示すことになるだろう。


    産業界に働きかける


    政府の政策の成否が民間部門での動向によって決まる場合には、主なプレーヤーを政策論議に参加させる必要がある。当然のことながら、ベンチャー企業に優しいエコシステムがうまく機能するには産業界の関与が不可欠であり、従って産業界は当初から議論で重要な役割を果たす必要がある。つまり起業家に働きかけるということである。さらに大企業の参加も意味する。なぜなら大企業は潜在的な顧客、投資家、才能ある人材の供給源、将来の事業提携のパートナーとして、新興企業にとって極めて重要だからである。もうひとつ可能な方法として、日本国内外の専門家からの助言の活用がある。たとえば研究所や大学で新たな技術を開発し、高成長の企業を創設するにはどうすれば良いかという問題などについて助言を得る。


    世界を目指す


    政府と産業界の指導者たちはいずれも、世界中の投資家、顧客、パートナーとの結びつきを強化した方がいい。21世紀のグローバル化した経済において新興企業が成功するには、国際的なネットワークとのつながりが極めて重要である。外国人投資家を引き付け、外国の証券取引市場への上場を促進する企業統治の仕組みを用いることで、新規企業は大部分がまだ未開発の人材や資金にアクセスできる。さらに新しい市場を理解するための貴重な資産および資源として、外国人および社外取締役の役割に期待することもできる。


    数十年にわたるシリコンバレーでの経験を通じ、私は政府および産業界が協力し、起業を通じたイノベーションを奨励する政策の枠組みをつくるのを見てきた。私は日本の指導者が現在の課題を克服し、この国を新たな繁栄の時代に導くと確信している。将来的には、日米が力を合わせ、新たな「太平洋の世紀」という未知の海の海図を作ると期待している。
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    世界の視点から 011 2012年1月
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      011: 新興アジアの台頭と新世界秩序 - Dale W. JORGENSON


      ハーバード大学教授

    

  


  
    本稿は、Dale W. Jorgenson and Khuong M. Vu, "The Rise of Developing Asia and the New World Order," Journal of Policy Modeling, September-October 2011（デール・W・ジョルゲンソン、姜明武「新興アジアの台頭と新世界秩序」）を基にしている。

    http://www.economics.harvard.edu/faculty/jorgenson/files/JPO5926.pdfを参照のこと。


    世界経済が2007～2009年の世界同時不況から抜け出していく中、日米など先進国の成長回復は鈍調で断続的な状態である。国際的な不均衡と財政再建は、政治的・経済的に以前にも増して差し迫っている。順調な回復を目指すには、不況対策のための政策からうまくシフトしていくべきだろう。かつてない予想外の出来事によって、回復が中断されてしまうのだろうか。


    景気回復への明らかな脅威となっているのは、欧州の政府債務危機が悪化の一途をたどっている点に加え、スペインやイタリアなど大国の財政・金融危機に国際機関が対応できていないという点である。新興経済国はそれぞれ異なる課題に直面しているが、困難な状況にあることでは共通している。中国は金融危機への対応策として大幅に貸出を増加させ、その後インフレ圧力が高まったが、うまく対応できるのだろうか。インドは急速な成長を犠牲にすることなく財政再建を実現できるのだろうか。


    本稿では、世界経済の短期的成長への脅威（この点も大変な問題である）ではなく、今後10年間の成長潜在力に焦点をあてたい。世界経済のファンダメンタルズは良好である。また、20年以上前に転換点となった、中国やインドの改革以降の新しい動向を認識すべき時期にきている。世界経済の大幅な再構成が進み、今後10年間のうちに完了するだろう、というのが私の持論である。


    新興アジア（Developing Asia）の台頭について主に考えてみたい。新興アジアとは、日本を除く東アジア・南アジアの16カ国・地域を指している。この中には、世界第1位・2位の人口大国であるとともに、最も急速に成長を遂げている中国とインドが含まれる。また、香港、韓国、シンガポール、台湾といったアジアの新興工業国・地域も含まれる。新興アジアは、2007～2009年の世界同時不況から抜け出し、成長トレンドはほとんど影響を受けていない。1990年代のアジア通貨危機から教訓を得たことに加え、不況に備えて多額の外貨準備を行ったことも背景にある。


    今後10年間に現実のものとなる、世界経済の主なトレンドとして第1に挙げられるのは、中国が米国を追い抜くという点である。2010年の経済動向で最も話題になった1つは、日本が中国に世界第2位の経済大国の座を譲ったことであった。購買力平価換算では、5年以上も前に中国が日本を追い抜いている。あの騒ぎはなんだったのか。2010年には、購買力平価換算ではなく、為替レート評価で中国が日本を追い越したのだ。国際通貨基金（IMF）が2011年4月に発行した『世界経済見通し（World Economic Outlook）』では、2016年に中国が米国に追いつくと予想される。半世紀以上にわたり米国は世界最大の経済大国の地位を維持してきたが、世界銀行が定義する購買力平価換算で中国が世界第1位となるのは、2018年になるだろうというのが私の結論である。


    第2に、新興アジアがG7を追い抜くという点である。主な原動力は中国の急速な成長であるが、インドも大きく寄与するだろう。アジアの虎（香港、シンガポール、韓国、台湾）は引き続き低成長の見込みだが、香港以外では世界経済の水準を上回る高成長が見込まれる。インドネシアの成長は、世界経済の水準と同程度になるだろう。最後に長期的な展開として、インドが日本を、ロシアがドイツを、ブラジルが英国をそれぞれ追い抜いて、2020年には、中国、米国、インド、日本、ロシア、ドイツ、ブラジルによる新しい世界経済秩序が出現するだろう。


    以上は各国の政策担当者にとって、何も目新しいことではない。2009年には、先進国とブラジル、ロシア、インド、中国など主要な新興国・移行経済諸国を含むG20が国際協議の場としてG7に取って代わっている。G7は、日本や米国など主要先進国6カ国のグループとして1975年に設立され、1976年にカナダが加盟した。ブラジル、ロシア、インド、中国の台頭は、今に始まった話ではない。2001年に、ゴールドマン・サックス社のエコノミストのジム・オニール（当時）が「BRICs諸国」という用語を生み出した。BRICs諸国はG20会合前に定期的に部会を開いており、最近になって、G20の一翼を担いながらも経済規模はそれほど大きくない新興国の南アフリカが加わった。


    経済成長を予測する際に、「生産性は投入量に対する産出量の比率」との定義を思い出す必要がある。経済成長は、2つの異なるプロセスを経て起こるからである。第1は、雇用と資本量を増やして既存の技術を複製するというプロセスである。産出量の増加は、投入量の増加に比例するため、生産性の増加には何ら寄与しない。第2は技術の変化によるイノベーションであり、第1のプロセスに比べ、はるかに困難でリスクも大きい。しかしながら、イノベーションは産出量の増加が投入量の増加を上回る可能性を生み、その結果、生産性が上昇する。米国経済の成長源として、投入量の増加は生産性を大きく引き離している。世界経済のみならず、以下で取り上げるすべての経済圏において技術の複製がイノベーションを上回っている。


    2005年以降、世界経済の生産性上昇率はマイナスであった。そこで、「生産性向上とは技術の変化を反映しているのになぜマイナスになるのか」という矛盾が生じる。既によく知られている技術を忘れることなどあるのだろうか。2005年以降の時代は2007～2009年の世界金融危機一色であったことが、その答えである。そのため、潜在的産出量（資本の供給量、労働投入、生産性によって決定）と実際の産出量との間に大きな差を生んだ。実際の産出水準は、金融危機に伴って減少した総需要も反映されている。2005年以降のマイナスの生産性上昇率は、技術進歩（プラス）と、産出量ギャップの拡大（マイナス）の双方を反映している。2005年以降、マイナスの生産性上昇率はG7各国共通の特徴となっている。


    実際の成長予測はIMFなど、国別情報を持つ機関にお任せするとして、ここでは経済の潜在成長力に限定して分析したい。主要国における人口統計と技術の動向を見てみよう。たとえば、米国の人口と労働力の増加は若干鈍化するものの、比較的好調に増加するだろう。ドイツ、日本、ロシアでは、人口と労働力の増加率はマイナスに転じる。インドの人口は中国より急激に増加するだろう。


    世界の経済成長は1995年以降、好調な回復を見せている。GDP成長率は1990～1995年の2.20%から、1%以上伸びて1995～2000年には3.37%となり、2000～2005年には3.71%へと上昇した。2007～2009年の世界金融危機の影響を受け、予想された通り、2005～2009年の世界のGDP成長率は、3.06%に低下した。経済成長率が2.20%の場合、世界全体の産出量が倍増されるのに32年を要するが、3.71%の場合には19年未満で産出量が倍増される。より急速な成長が意味するところを容易に理解できるだろう。


    2010～2020年の米国における1人あたりの産出量の上昇率は、教育や経験による労働力の質の向上が鈍化することが主因となり、1990～2009年水準から下落するだろう。ベビーブーム世代がすでに退職し始めており、平均的な経験水準が低下している。教育制度を修了する年齢層の学習到達度は、30年以上にわたって横ばいで推移しており、その改善は難しいだろう。このような影響から、労働投入量の上昇率が低下し資本深化率（1人あたりの資本投入量の成長率）も低下するだろう。


    第2に、労働力の増加率が多少低下することから、米国のGDP成長率は、1人あたりのGDP成長率低下の幅より若干ではあるが、低下する。要するに、米国の過去20年間の成長率を維持するのはほとんど不可能なのだ。技術の進歩とそれに伴う資本深化について極めて楽観的な前提に立つ場合に限り、成長率維持の可能性が見える。2005年以降と1995年以前のような低い生産性上昇率が続いていることを踏まえ、悲観的なシナリオも示したい。ここで留意が必要なのは、この種の予測には不確実性がつきもので、楽観シナリオと悲観シナリオの間には大きな隔たりがあるという点だ。


    日本の1人あたりGDPの上昇率は1990～2009年には1.78%であったが、労働力の質的向上が若干低下し、資本深化率が継続的に鈍化し、1.40%に低下するだろう。しかしながら、日本の労働力成長率が引き続き低下すると、1990～2009年には0.84%だった経済成長率が2010～2020年にはわずか0.43%に低下する。以上の予測にも相当な不確実性が伴う。1995年以前と2005年以降のような低い生産性上昇率が続くと、日本の経済成長率がゼロになるが、1995～2005年の生産性上昇率のような高い水準になれば、年間1%の成長率も可能である。


    世界経済の成長率は、過去20年間の好調な成長と比較して0.25パーセント・ポイント未満低下する見込みである。世界中で労働力成長率が鈍化し、それに伴い資本深化が減退することが主な原因である。G7諸国の成長は、過去20年間すでに低水準で推移しているが、今後さらに低下するだろう。新興アジアの高成長も鈍化する見込みだが、G7諸国との成長率の差は、4パーセント・ポイント以上の開きになると思われる。


    最後に、新興国・移行経済諸国である。中国とインドの見通しは今後もかなり楽観視できるが、両国間で大きく異なるだろう。中国の成長率は、過去20年間の超高成長と比較すれば低下するものの、年間7.5%前後の水準を維持するだろう。インドの成長率は、6.5%に上昇するが、大幅な財政再建を回避できるレベルには至らない。ロシアは、20年以内に経済規模を倍増できる水準で成長し、2019年にドイツを追い抜くだろう。ブラジルは、世界経済と同等レベルで成長し、2012年に英国を追い抜くだろう。


    日米に関する予測には、大きな不確実性が伴うという点を強調したい。各主要国に関する予測についても同様である。たとえば、過去30年間にわたる中国の2ケタ成長によって、対内的・対外的に大きな不均衡が生じている。投資の対GDP比は史上最高水準に上昇しているが、個人消費の対GDP比は年々低下している。人民元の過小評価を維持するため外貨準備の積み増しを続けるなど、対外不均衡も問題含みである。いずれの動向も持続可能ではない。


    20世紀中盤までの低開発な状態からアジアが台頭したことは、現代における素晴らしい経済的成果である。これはグローバル化や過去数十年間にわたる人的・非人的資本の着実な蓄積に基づいた、新しい経済成長モデルの創出につながった。新しい成長パラダイムでは、官民問わず巧妙なマネジメントが重視される。日本、当時のアジアの虎、そして現在では中国、インドといった国々がこのパラダイムの構築において先導的な役割を果たし、アジアや世界各地の経済発展プロセスを変えていった。


    世界経済において日米などG7諸国の役割は、相対的に低下の一途をたどっており、今後も引き続き低下するだろう。そのため、右派・左派のポピュリスト勢力を増長させ、世界金融・経済危機を期に持ち上がった政策課題から関心を逸らしてしまう可能性もある。イデオロギー闘争が起きてしまうと、持続可能な財政・金融政策の策定・実施という課題が未完成のまま、つぶされる恐れがある。


    1人あたりGDP換算では、日米などの先進工業国が中国やインドを今後も大幅に上回る状態が続くだろう。しかし、日本やアジアの虎の経験から、欧州や北米以外の地域でも先進国が出現する可能性を示唆する。このような進展が中国、インドなど、新興アジア主要国に波及するのは時間の問題である。一方、日本や米国、欧州において、「新世界経済秩序」に適応する調整プロセスが加速するようになるには、年単位ではなく、10年単位の期間が必要だろう。このプロセスはいまだごく初段階にあり、ビジネス、経済、政治制度への取り組み方の再考が必要になるだろう。
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      012: ドイツにおけるエネルギーの将来への道筋 確実かつ費用負担可能で環境にやさしいエネルギーを求めて - Dr. Volker Stanzel


      駐日ドイツ連邦共和国大使

    

  


  
    ドイツのエネルギー政策がかつてこれほどまでに日本で注目されたことはない。実際、昨年夏ドイツ連邦議会で可決された法律は極めて重大な決定であり、原子力エネルギーからの撤退を大幅に加速するという意志の表れである。この法律は、福島原発事故発生後大多数の国民の支持を受け成立したもので、それゆえ、2011年3月11日とその後の日本の出来事に直接関係するものであるといえる。この法律の決定内容を実行に移すのは、ドイツのエネルギー政策にとり非常に大きな試練である。採るべき方策、起こり得る障害について徹底的な分析が必要である。


    すでに2010年の秋、ドイツ連邦政府は「エネルギー計画（Energy Concept）」を決定し、再生可能エネルギー時代への道筋を示していた。とはいえ同計画では、再生可能エネルギーが確実にその役割を果たすようになり、必要なインフラが確立されるまでは、引き続き原子力エネルギーが「橋渡し」の役を担うこととされていた。これに対して今回の決定以降は、ドイツが遅くとも2022年に原子力発電から完全撤退するまで必要な「つなぎ」役は化石燃料が担うものとされている。


    脱原発をより早期に実現するには、「エネルギー計画」において示されたエネルギー供給体制の根本的変革を大幅に加速させる必要がある。それゆえ、私たちは同計画をさらに発展させていく。再生可能エネルギーへの転換とエネルギー効率向上を図り、安定性・環境親和性・競争力の高いエネルギー供給体制を構築していくという同計画の基本戦略方針に変更はなく、この方針は今回の決定の土台ともなっている。同計画に掲げられた目標は、野心的であるが、実現可能である。


    野心的な気候変動防止の取り組みは、引き続き、エネルギー供給体制変革の重要な原動力である。そこから、イノベーションや技術的前進にむけた投資の主要な動きが発生する。それゆえ私たちは、「エネルギー計画」において決定された、2020年までに1990年比で温室効果ガスを40%削減、2030年までに55%、2040年までに70%、2050年までに80%から95%削減するという気候変動防止目標の重要性を強調している。


    エネルギー供給体制の根本的変革は、何より次の世代にもチャンスをもたらすものだ。我が国は、未来のエネルギー供給への道を切り拓く先駆的な役割を果たしている。ドイツは、高効率で再生可能エネルギー利用に支えられたエネルギー供給体制を主要先進国として最初に確立する国になり得る。しかしそのためには、現実的思考、理性、節度をもってのぞむことが大いに必要となる。私たちはイノベーション、先進的技術、実効性と費用効率の高い手段、環境と気候への負荷を抑えつつ市場志向、競争力志向の高い政策を追求していく。


    ドイツ連邦政府は、エネルギーシステムの変革を加速するため、以下の決定を行った。


    これからのエネルギー供給体制の中心となるのは、再生可能エネルギーの一層の迅速な普及拡大である。電力市場で再生可能エネルギーの割合が高まっていくような土台づくりを行い、これを進めなければならない。それには、従来型の発電と再生可能エネルギーによる発電が最適な形で組み合わせられねばならない（再生可能エネルギーの市場とシステムへの統合）。また、再生可能エネルギーの発電を、より需要の変動に合わせられるようにし、系統安定性、供給安定性を可能とするようなシステムを確立していかなければならない。他方、蓄電設備の整備、従来型発電設備の弾力的運用の向上により、再生可能エネルギーによる発電量変動を補う機能の拡大が必要である。


    電力料金の負担可能な水準を維持するため、再生可能エネルギーの普及拡大においては費用効率への配慮が必要である。ニッチマーケットからボリュームマーケットへの拡大を進めなければならないが、これが早く進むほど、再生可能エネルギー時代への移行がもたらす成長のダイナミズムは大きくなる。今ある費用削減の余地を最大限に掘り起こし利用することで、再生可能エネルギー法（EEG）に定められた（最終的に消費者が負担する）再生可能エネルギー賦課金が1キロワット時あたり3.5セントという現在の水準を超えることなく、逆に長期的には、引き下げ余地が生まれるよう取組んでいかなければならない。風力は、再生可能エネルギーの中で、迅速かつコスト効率の優れた形の発電が最も期待できる分野である。


    ドイツ連邦政府は、再生可能エネルギー法（EEG）を改正し、再生可能エネルギーの大幅な普及拡大の実現、コスト効率の向上、市場・システムへの統合強化を図っていく。そのため、以下のような措置を講じていく。


    
      	再生可能エネルギー法の原則を維持し、安心して計画を立て投資が行える環境を保つ。


      	沖合風力、水力、地熱等、従来の補償額（固定買取価格）が充分でない部分の改善を図る。逆に、過剰な奨励、補助の無駄となっている部分の補償は抑制していく。


      	例えば太陽光発電設備における出力に応じた逓減率の変更（「フレキシブル・キャップ」）は、半年ごとに見直し、バイオマス発電に関しては、補償体系の大幅な簡素化を図り、「グリーン電力特権（Green Electircity Privilege）」に関しても補助が無駄に支給されている部分を抑制していく。

    


    再生可能エネルギーは、供給安定性の向上に、より積極的な役割を果たしうる。私たちは、再生可能エネルギーで発電された電力が総電力消費に占める割合を、現在の17%から2020年までに35%に拡大するという目標を設定した。送配電網系統の拡充を加速させ、市場統合・システム統合を強化し、電力貯蔵設備の利用を拡大することにより、より電力需要に合った再生可能エネルギーの供給を実現していく。尚、「エネルギー計画」では、電力消費量を2020年までに10%削減するとの目標が打ち出された。電力消費の抑制も、電力供給の安定性強化につながる要因である。


    エネルギー集約型産業は、我が国の経済生産に重要な役割を果たしており、その総就業者数はおよそ100万人にのぼる。連邦政府は、電力多消費型の企業に対し、排出権取引による電力価格上昇についての包括的な調整措置を設け、「エネルギー気候基金」から最大5億ユーロを拠出し、必要に応じ連邦予算からの追加拠出も行う。こうした方針を、欧州レベルにおける措置も併せて徹底していく。また、再生可能エネルギー法（EEG）における電力集約的企業のための特別な調整措置をより弾力的かつ広範なものとしていく。


    復興金融公庫（KfW）の総額50億ユーロにのぼる融資プログラム「オフショア・ウィンドエナジー」を通じ、沖合風力発電のドイツにおける導入にあたり最初の10施設への支援が行われる。当該施設における経験から重要な情報を収集するためである。洋上風力分野には今投資を行うことが必須である。軌道にのったのちのコスト削減余地は大きく、これを早期に活かすことにつながるからである。また、「海上施設令」の改正により、ドイツの排他的経済水域（EEZ）における施設に関する許認可手続の簡素化・迅速化を図っていく。


    送電系統の拡充は、再生可能エネルギーの普及拡大を図る上で極めて重要である。送電系統の整備を迅速化するための法律（系統整備迅速化法 NABEG）を制定することで、送電網インフラを加速的に拡充するため必要な要件を整える。これはとりわけ、北部ドイツの風力発電設備から南部の消費地への送電について必要である。系統整備迅速化法の政府案では、長距離送電設備については、計画・認可手続が連邦ネットワーク庁に一本化されることとなっている。これについては、連邦経済大臣と連邦首相府長官を座長に各州が協議する作業グループが設けられ、予定されている法改正の詳細を可能な限り幅広い合意のもと詰めていく。こうした措置により、認可の事務手続主体が統一されることとなる。また、計画への関係者・一般市民の広範かつ早期の参加も確保される。国境をまたぐ送電設備の建設について、また、110kV線の地中線の敷設については、諸条件の最適化を図っていく。沖合風力発電施設の接続に関しては、費用・作業量のかさむ個別接続ではなく、より容易に施設をまとめて接続することを可能にしていく（クラスター接続）。将来送電線が通過することになる市町村は、奨励規定を適用し送電系統運営事業者との間で金銭的補償を取り決めることができる。


    エネルギー事業法（EnWG）を改正し、スマーグリッド、スマートストレージ導入・拡大の基礎を整備する。変動の多い再生可能エネルギーを系統に統合していくためには、貯蔵（ストレージ）の仕組みは欠かせない要素である。それゆえ、新たな貯蔵設備を設置した場合、通常支払が必要な系統利用料を免除することとする。また、長距離・大容量の電力・ガス供給系統のために今回初めて拘束力ある包括的な供給系統拡充計画が（エネルギー事業法に基づき）策定されることとなった（「系統開発10カ年計画」）。「系統開発計画」は、一方で必要な規模のインフラ整備・拡充を行い、他方で関係各方面との広範な協議を通じて整備事業に対する市民の理解を拡大できるよう策定していく。連邦議会は、この系統開発計画に基づき、「連邦需要計画」を法律として制定し、系統拡充の需要を拘束力ある形で確定する。さらに、送電ロスの少ない高圧直流送電設備（HVDC）の建設計画に関しても、枠組みの改善を図っていく。系統整備迅速化法（NABEG）並びにエネルギー事業法（EnWG）改正を通じ、系統拡充のあらゆる手続き段階において市民参加の機会を大幅に拡大していく。


    現在建設中の火力発電施設は、2013年までの速やかな工事完了が不可欠である。これに加え、安定供給の供えとして、すでに建設中のガス発電所、石炭火力発電所に加え、2020年までに、保証出力合計最大10ギガワットの発電能力を確保する。計画迅速化法（準備中）を制定し、必要な設備建設の早期確保を図る。


    建物分野のエネルギー効率向上と温暖化防止については、今後も経済的な奨励措置と省エネルギー法に掲げられている要件が、取組を進める上で重要な要素であり、建物の省エネ基準は野心的な形で引き上げていく。全体の均衡を見て、所有者と賃借利用者の過大な経済的負担が懸念されない場合、2012年の省エネルギー令（ENEV）により、2020年までに新築建物の省エネ基準と、将来の欧州共通の「二アリー・ゼロ・エネルギー」（NZEB）基準との調和を図る。政府は、2012年より、政府建物全てに「二アリー・ゼロ・エネルギー」基準を適用することで、先行モデルを示していく。


    エネルギー関連の建物改修はCO2排出抑制と省エネにつながるものであり、「CO2建物改修プログラム」の助成規模を2011年の9億3600万ユーロから、2012年から2014年にかけ15億ユーロに拡大する。また、建物分野の控除措置を拡大していく。さらに政府は、2015年に予算中立的な措置（「ホワイト証書」等）を導入できないか検討する。


    公共調達における受注者決定の重要な基準として高いエネルギー効率基準を定め、法的拘束力をもたせていく。その第一歩として、「公共入札令」の必要な改正を実施する。行政が、製品や請負・役務に関する契約を行う場合、基本的にはエネルギー効率において最も優れた水準にある応札者に発注を行わなければならない。


    原子力エネルギーを利用する世代は、その利用に伴い発生する放射性廃棄物の貯蔵・処分についても対応を考えなければならない。それゆえ、ゴアレーベンのサイト調査を、サイト決定の結論を先取りすることなしに今後も進め、同時に地層特性からみた一般的なサイト適合性の基準並びに他の処分方法を採用する可能性につき、調査を行う。そして、これについて連邦政府は、できるだけ早く立法措置の提案を行う。


    再生可能エネルギーの普及拡大とシステムへの統合強化を図るため、配電系統のスマートグリッド化が必要である。こうした新たな配電網においては、データ・情報の保護・安全性の保証が図られなければならない。分散型の発電調整・負荷管理を可能にし、再生可能エネルギーの系統への統合と系統負荷の最適化を可能にし、電力消費者側における省エネ余力の利用徹底化を可能にするこうした配電網が、市場に支えられた形で構築されるための環境を順次整えていく。変動の大きい再生可能エネルギーによる発電に安定性をもたらすため、新たな蓄電・エネルギー貯蔵技術の開発と応用が必要である。また、ドイツをはじめ欧州における再生可能エネルギーの普及を一層拡大し、その効率的な組み合わせを実現しなければならない。


    さらに、エネルギー効率向上を進め、建物・電力消費の双方で眠っている可能性の徹底的な利用を可能にするための基準・標準等をさらに発展させる新たな戦略が必要である。また、かなりの部分を再生可能エネルギーによりまかなう電力供給体制となっても、柔軟で安定した出力をいつでも利用できるよう、電力分野の新たな市場設計を行う必要がある。
新たな低炭素型エネルギー供給体制に向けた移行は、欧州の文脈、国際的な文脈を踏まえて進めていかなければならない。直面する課題に対処していくためには、「エネルギー計画」に掲げられた目標をしっかりと実現し、欧州のエネルギー経済と産業の競争力の持続的強化を図っていくことが基本とされなければならない。

    決して容易な道ではないが、ドイツ連邦政府・議会ともに実現可能性を確信している。ドイツは、国力の面でも、経済力の面でも世界のトップクラスに属する。その前提となっているのは、ドイツ企業への競争力ある形でのエネルギー供給である。国民は、電気が、昼夜のいずれの時間においても、量を問わず適正な価格で消費できるものであることを当然としており、この電力供給の信頼性にも変更があってはならない。私たちは、ドイツのエネルギー供給体制が経済的な基盤を強化し、イノベーションと技術の進歩の推進役となり、私たちの生活基盤としての自然を壊さず、気候変動の防止に貢献するものとなるよう取り組んでいく。野心的だが、達成可能な目標である。
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